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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第62期中及び第62期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

３ 第63期中及び第64期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１株

当たり中間純損失であるため記載しておりません。 

４ 第63期及び第64期中の１株当たり純資産額については、期末（中間）純資産額から「期末（中間）発行済優

先株式数×発行価額」及び「その他の普通株主に帰属しない金額」を控除した金額を、期末（中間）発行済

株式数（（中間）期末自己株式数を除く）で除して算出しております。 

５ 第64期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

６ 第63期中から純資産額及び自己資本比率が増加している要因は、第三者割当普通株式発行増資及び無議決権

型優先株式発行増資、並びに新株予約権の行使によるものであります。 

７ 第63期中より、従業員数に執行役員を含めております。 

回次 第62期中 第63期中 第64期中 第62期 第63期 

会計期間 

自 平成16年 
２月１日 

至 平成16年 
７月31日 

自 平成17年 
２月１日 

至 平成17年 
７月31日 

自 平成18年 
２月１日 

至 平成18年 
７月31日 

自 平成16年 
２月１日 

至 平成17年 
１月31日 

自 平成17年 
２月１日 

至 平成18年 
１月31日 

売上高 （千円） 12,773,090 10,555,430 16,230,795 24,837,751 25,565,301 

経常損失 （千円） 1,654,451 471,180 1,266,312 7,838,620 528,729 

中間（当期）純利益 

または純損失（△） 
（千円） △2,006,227 △412,851 △1,520,549 △6,696,925 359,877 

純資産額 （千円） 1,412,836 4,222,946 6,195,163 △3,417,169 6,795,949 

総資産額 （千円） 21,337,245 18,293,528 21,803,930 16,291,830 19,551,323 

１株当たり純資産額 （円） 51.40 20.08 24.14 △124.34 34.01 

１株当たり中間（当期） 

純利益または純損失（△） 
（円） △72.99 △8.39 △10.52 △243.65 3.77 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益 
（円） ― ― ― ― 3.27 

自己資本比率 （％） 6.6 23.1 25.6 △21.0 34.8 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △1,216,899 △2,977,426 △2,166,053 △2,158,543 △725,626 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 188,886 328,757 △2,602,112 2,093,420 4,100,391 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 1,091,204 5,162,260 737,666 972,239 1,662,842 

現金及び現金同等物の 

中間（期末）残高 
（千円） 358,476 3,711,804 2,209,509 1,202,401 6,240,009 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕 
（名） 

518 

〔255〕

488 

〔262〕

822 

〔389〕

489 

〔251〕

566 

〔300〕



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益または純損失」、及び「潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利益」は、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 第64期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針（企業会計

基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

４ 第63期中から発行済株式総数及び純資産額並びに自己資本比率が増加している要因は、第三者割当普通株式

発行増資及び無議決権型優先株式発行増資、並びに新株予約権の行使によるものであります。 

５ 第63期中より、従業員数に執行役員を含めております。 

回次 第62期中 第63期中 第64期中 第62期 第63期 

会計期間 

自 平成16年 
２月１日 

至 平成16年 
７月31日 

自 平成17年 
２月１日 

至 平成17年 
７月31日 

自 平成18年 
２月１日 

至 平成18年 
７月31日 

自 平成16年 
２月１日 

至 平成17年 
１月31日 

自 平成17年 
２月１日 

至 平成18年 
１月31日 

売上高 （千円） 12,517,571 10,290,574 9,828,336 24,330,527 22,518,038 

経常損失 （千円） 1,718,139 424,319 564,004 7,939,374 558,339 

中間（当期）純利益 

または純損失（△） 
（千円） △2,053,806 △335,120 △768,977 △6,784,111 297,699 

資本金 （千円） 2,239,400 4,429,940 5,613,940 2,239,400 5,389,940 

発行済株式総数 （株） 27,500,000 

普通株式 

110,500,000 

Ａ種優先株式 

100,000 

Ｂ種優先株式 

100,000 

普通株式 

147,500,000 

Ａ種優先株式 

100,000 

Ｂ種優先株式 

100,000 

27,500,000 

普通株式 

140,500,000 

Ａ種優先株式 

100,000 

Ｂ種優先株式 

100,000 

純資産額 （千円） 1,322,345 4,304,482 6,283,733 △3,547,267 6,736,894 

総資産額 （千円） 20,850,517 18,098,628 15,027,963 16,037,133 16,286,150 

１株当たり中間（年間）

配当額 
（円） ― ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 6.3 23.8 41.8 △22.1 41.4 

従業員数 

〔外、平均臨時雇用者数〕 
（名） 

392 

〔16〕

350 

〔11〕

296 

〔13〕

361 

〔9〕

296 

〔9〕



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

なお、「事業の種類別セグメント情報」及びその関連する項目については、当中間連結会計期間より下記の主要な

会社の異動などにより、カジュアルウエア販売、スポーツ用品販売の２つのセグメント分類を行うことといたしまし

た。 

また、主要な会社の異動については以下のとおりであります。 

（1）カジュアルウエア販売事業 

当社は、平成18年５月31日にゴルフウエア販売の直営店舗を国内で展開している株式会社ツー・アンド・ワン

の株式を取得したことにより、同社は当社の連結子会社となりました。 

（2）スポーツ用品販売事業 

当社は、平成18年２月14日に登山用品販売大手の株式会社コージツ（ジャスダック証券取引所上場）の株式を

株式公開買付で取得したことにより、同社及び連結子会社の株式会社コージツフィッシング（釣用品販売）

は、当社の連結子会社となりました。 

３【関係会社の状況】 

(1) 当中間連結会計期間において、下記の会社が連結子会社となりました。 

（注）１ 有価証券報告書提出会社であります。 

２ 特定子会社であります。 

     ３  議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合であります。 

  （2）連結子会社のうち、株式会社グッドタイムは平成18年８月10日付で清算結了いたしました。また、株式会社グ

レース南部は、当半期報告書提出日現在において清算手続中であります。 

名称 住所 資本金 事業内容 

議決権の 
所有割合 
または 
被所有割合
（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

株式会社コージツ 

 （注）１・２  

兵庫県神戸市 
千円 

1,065,161 
 登山用品の販売 60.49 役員の派遣あり 

（連結子会社） 

株式会社       

コージツフィッシング 

  （注）３ 

兵庫県神戸市 
千円 

10,000 
 釣用品の販売 

      60.49 

(60.49) 
 ─── 

（連結子会社） 

株式会社       

ツー・アンド・ワン 

大阪府大阪市 
千円 

206,000 

 ゴルフウエアの 

企画・販売 
100.0 役員の派遣あり 



４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

  （注）１ 従業員数は、執行役員を含む就業人員数であります。 

     ２ 従業員数欄の〔外書〕は、当中間連結会計期間における臨時従業員の平均雇用人員であります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は、執行役員を含む就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、当中間連結会計期間における臨時従業員の平均雇用人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 提出会社においては、UIゼンセン同盟小杉産業労働組合（組合員数197名）が組織されております。 

また、連結子会社のうち株式会社ミナミにおいてはSSUAミナミ労働組合（組合員数117名：UIゼンセン同盟所 

属）、株式会社コージツにおいてはコージツユニオン（組合員数124名：UIゼンセン同盟所属）が組織されて 

おりますが、３社いずれにおいても労使関係は極めて安定しており特記すべき事項はありません。        

 なお、上記以外の連結子会社には労働組合はありません。 

  平成18年７月31日現在 

 事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

カジュアルウエア販売 516 〔228〕 

スポーツ用品販売  306 〔161〕 

合計  822 〔389〕 

平成18年７月31日現在 

従業員数（名） 296〔13〕 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油価格の高騰などの影響もあり踊り場状態にあります。当社グル

ープに大きく影響を及ぼす衣料品消費で見ると下げ止まり感があるものの未だ減少傾向にあり、厳しい状況であり

ます。 

このような外部環境のなか、当社は従来の委託販売によるビジネスモデルから、消化販売を主としたＳＰＡ型ビ

ジネスモデルへの移行期にあり抜本的なオペレーションの改革を進めております。前年度から進めてきたこの改革

による流通在庫圧縮及び返品減少などの成果に加え、仕入先との協力関係強化による原価率の改善が進み、返品調

整引当金控除前の売上総利益率は改善いたしました（前期比3.8％の増加）。さらに、プロパー品（今期企画した

商品）の販売でも前年を大きく上回り、その売上高は前期比14.3％増加し、利益率におきましても大幅に改善いた

しました。 

こうした状況のもと、当社グループの当中間連結会計期間の売上高は、新規子会社の売上高が加わり、162億30

百万円（前年同期比56億75百万円の増加） となりました。一方、利益面では、当社売上高の減少と新規ブランド

の積極的展開への開発費用が増加したことなどにより、経常損失として12億66百万円（前年同期比7億95百万円の

増加）を計上することとなりました。また、グループ内で保有するリース資産や有形固定資産の一部について減損

損失を計上したことにより、中間純損失は15億20百万円（前年同期比11億7百万円の増加）となりました。 

なお、セグメント別には、カジュアルウェア販売事業の売上高が106億49百万円、営業損失が7億16百万円、スポ

ーツ用品販売事業の売上高が55億81百万円、営業損失が5億34百万円となっており、セグメント別の概況は次のと

おりであります。 

・ カジュアルウエア販売 

主に当社を主体に展開している分野でありますが、春先から初夏にかけての低温や、九州地方から中部地方

においての集中豪雨や長梅雨等による商況の冷え込みに加え、ＳＰＡ型ビジネスモデルへの移行期の中で、新

規取引先との間の納期遅れによる機会損失も重なり売上高は当初計画を下回る結果となりました。 

 なお、５月末に連結子会社となりました株式会社ツー・アンド・ワンにおいては、ゴルフバッグを中心とし

た用品の販売は好調に推移しております。 

・ スポーツ用品販売 

主に連結子会社において展開している分野であります。 

２月に新たに連結子会社化した株式会社コージツにおいては、当中間連結会計期間における繁忙期であるゴ

ールデンウィークに、例年に比べ残雪が多かったことや、近郊の山域需要が拡大したことなどにより、ウェア

やアウトドアシューズを中心に売上高が好調に推移いたしました。 

一方、株式会社ミナミにおいては、売上高の比重が下期に偏重していることに加え、天候不順の影響を受

け、Ｔシャツを中心とした衣料品の売上高が伸び悩みました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前中間純損失15億7百万円でありま

したが、仕入債務の減少11億94百万円等により21億66百万円の減少（前中間連結会計期間は29億77百万円の減

少）となりました。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、連結範囲変更を伴う子会社株式の取得支出な

どにより26億2百万円の減少（前中間連結会計期間は3億28百万円の増加）となりました。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金による収入などにより7億37百万円

の増加（前中間連結会計期間は51億62百万円の増加）となりました。 

 この結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ40億30百万円減少の22億

9百万円となりました。  



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

     ２ 当中間連結会計期間より事業の種類別セグメントの分類を行いましたので、「前年同期比」については記載

しておりません。 

(2）販売実績 

 （注）１ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

     ２ 当中間連結会計期間より事業の種類別セグメントの分類を行いましたので、「前年同期比」については記載

しておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

仕入高（千円） 前年同期比（％） 

カジュアルウエア販売 5,671,626 
（注）２ 

スポーツ用品販売 3,281,558 

合計 8,953,184 154.7 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

販売高（千円） 前年同期比（％） 

カジュアルウエア販売 10,649,551 
 （注）２ 

スポーツ用品販売 5,581,243 

合計 16,230,795 153.8 



３【対処すべき課題】 

 今後の当社グループの下期の事業運営につきまして、まず当社におきましては、主力であるアパレル部門につい

て、新たに招聘した執行役員副社長を中心とする業務改革、特に営業体制の抜本的な改革を進めてまいります。併

せて有能な人材の補強、取引先や取引内容の見直し、不採算店舗の撤退や取引条件改善、中国などの海外工場との

直取引拡大を徹底して行い、利益率の改善に努めてまいります。 

 また、「ゴールデンベア」ブランドのショップ化の更なる推進と、「ジャンセン」を中心とした既存ブランドの

再構築を進め、既存の販路での拡販に努めるとともに、ＳＰＡ事業として従来取り組んでいなかったヤングエイジ

向けの新ブランドの「ヴィブランス」「（ニュー）ジャンセン」を投入いたします。 

  さらに、これまで計画を進めてきた直営店での事業展開は、「ラフォーレ原宿店」を皮切りに８月末より順次オ

ープンを進め、収益貢献に寄与することを目指してまいります。 

 このような状況のもと、売上高の増加による収益改善を進めてまいります。 

 一方、当社グループ全体としては、特に前期から今期にかけて新たにグループ会社となった各社を中心に、連携

強化を図ることに注力いたします。 

 具体的には、直営店展開を積極的に行い、新規の顧客獲得と売上高増強に取り組むとともに、特にスポーツ関連

事業での連携強化を進めてまいります。 

 まず、２＆１との関係においては、同社の主力であるゴルフウェア事業とのシナジー効果を高めるなかで、当社

ブランドの「ＫＥＮＺＯゴルフ」と今年秋より当社が新たに取り組む「ＣＷ－Ｘゴルフ」との様々なコラボレーシ

ョン企画や、２＆１既存店舗での当社ブランドの展開等を通じ、当社及び同社の売上高を相乗的に拡大させる方針

であります。 

 また、コージツにおいては、団塊の世代を中心とした中高年の健康志向や余暇充実志向に支えられ、幅広い年齢

層からの支持により売上高が伸びており、既存店舗の拡大や新規出店の加速化により売上高に拡大が見込まれるな

か、当社との共同企画による機能肌着の展開も積極的に行ってまいります。 

 さらに、ウィンタースポーツ関連がメインであるミナミにおいては、今シーズン向けのスノーボードやスキーの

受注が好調に推移しており、メインシーズンである下期に向けて万全の体制を整える一方、不採算店舗の撤退を前

倒しで実施し、収益力の改善を目指します。また、コージツと同様に当社との共同企画による機能肌着の販売も実

施してまいります。 

 加えて、当社グループ全般において保有資産の有効活用を進める中で、固定資産の売却を実施することにより、

特別利益の発生を見込んでおります。 

  当社グループといたしましては、今後も引き続き再生に向けた企業価値向上を目指し、全社一丸となって更なる

経営努力を進めてまいります。 

コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況は以下のとおりであります。 

（１）コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループは「顧客」「株主」を初めとするステークホルダーの視点から、企業経営の効率化及び透

明性向上と、法令を厳守し社会通念上の常識・倫理に照らして公正な経営を行うことが企業の社会的責任

であると認識し、コーポレートガバナンスの充実を図ってまいります。 

（２）コーポレートガバナンスに関する施策の実施状況 

① 意思決定と業務執行の迅速化のため、取締役会は月１回開催し、重要事項や経営課題の討議を実施して

おります。 

② 当社グループは、コーポレートガバナンスの実効性を確保するため、監査役制度を導入しております。

監査役会は３名で構成され、取締役会に出席するほか、業務執行状況を監視しております。 

③ 企業理念の実現及び法令の遵守ならびに市場からの信頼獲得に加え、企業としての社会的責任達成のた

め、コンプライアンス委員会を設置し、業務遂行に当たる行動指針の設定と啓蒙を進めてまいります。 

④ 会計監査人は、４月27日開催の定時株主総会において国際第一監査法人が選任され、監査契約に基づき

正しい経営情報の報告を受け、会計監査が実施されております。 

⑤ 内部統制機能の推進を図るため、経営企画部に業務管理グループを設置すると共に、関連事業部を設置

して、グループ経営における透明性を高めております。  



※ コーポレートガバナンス体制及び内部統制の模式図は、以下のとおりです。 

なお、当社グループにおいて上記の体制をより確実に推進するため、平成18年５月に「内部統制システムの構築

の基本方針」を策定いたしました。 

当社グループといたしましては、今後も引き続き、企業経営の適法性及び効率化に加え、リスクの回避を実現で

きるコーポレートガバナンスを確立してまいります。  

４【経営上の重要な契約等】 

平成18年5月31日に、ゴルフウエアの直営店舗販売を全国主要都市において展開している株式会社ツー・アンド・

ワンに係る株式譲渡契約を締結し、同日に株式を取得いたしました。 

５【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備の異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

重要な設備の売却 

 当中間連結会計期間において新たに確定した設備の売却予定は、次のとおりであります。 

 （１）提出会社 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 （２）連結子会社 

 （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  （注）２ 上記物件は、本社所在地に隣接する店舗の土地・建物等であります。 

  平成18年９月29日現在 

事業所名（所在地） 設備の内容 帳簿価額（千円） 売却の予定年月 摘要 

 松伏商品センター 

（埼玉県北葛飾郡松伏町） 
土地及び建物等 1,729,428 平成18年9月 

資産の効率的活用 

及び有利子負債削減 

  平成18年９月30日現在 

会社名（所在地） 設備の内容 帳簿価額（千円） 売却の予定年月 摘要 

(株)ミナミ 

（東京都千代田区） 

 土地及び建物等 

（注）２ 
669,311 平成18年10月 

資産の効率的活用 

及び有利子負債削減 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）１ Ａ種優先株式の内容は次のとおりであります。 

(イ）当社は、利益配当金を支払うときは、毎決算期現在の株主名簿に記載または記録されたＡ種優先株式を有す

る株主（以下「Ａ種優先株主」という。）またはＡ種優先株式の登録質権者（以下「Ａ種優先登録質権者」と

いう。）に対し、当該決算期現在の株主名簿に記載または記録された普通株式を有する株主（以下「普通株

主」という。）または普通株式の登録質権者（以下「普通登録質権者」という。）に先立ち、１営業年度につ

き優先株式１株あたり下記（ロ）に定める額の利益配当金（以下「Ａ種優先配当金」という。）を配当可能利

益がある限り必ず支払う。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 309,800,000 

Ａ種優先株式 100,000 

Ｂ種優先株式 100,000 

計 310,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株) 

（平成18年７月31日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成18年10月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 147,500,000 147,500,000  
東京証券取引所 

（市場第二部） 
― 

Ａ種優先株式 100,000  100,000  ― （注）１ 

Ｂ種優先株式 100,000  100,000  ― （注）２ 

計 147,700,000  147,700,000  ― ― 

(1） 種類株式の名称 小杉産業株式会社Ａ種優先株式 

（以下「Ａ種優先株式」という。） 

(2） 発行株式数 100,000株 

(3） 発行価額 １株につき  10,000円 

(4） 発行価額の総額 1,000,000,000円 

(5） 資本組入額 １株につき  5,000円 

(6） 資本組入額の総額 500,000,000円 

(7） 申込期日 平成17年５月31日 （火曜日） 

(8） 払込期日 平成17年５月31日 （火曜日） 

(9） 配当起算日 平成17年５月31日 （火曜日） 

(10）優先配当金   



(ロ）優先配当金の額 

１株あたりのＡ種優先配当金の額は、以下の算式に従い計算される金額を支払う。計算の結果、Ａ種優先配

当金１株につき1000円を超える場合は、1000円とする。初年度における優先配当金は、配当起算日から営業年

度の最終日までの日数（初日及び最終日を含む。）で日割計算した額とする。優先配当金は、円位未満小数第

１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。 

優先配当金＝10,000円×（日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月もの）＋1.0％） 

「日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月もの）」は、平成17年４月１日または各営業年度の４月１日及び10月１日（以

下「優先配当算出基準日」という。）の２時点において、午前11時現在における日本円６ヶ月物トーキョー・

インター・バンク・オファード・レートとして全国銀行協会によって公表される数値の平均値をいい、上記計

算式においては、次回の優先配当算出基準日の前日までの各営業年度について適用される。但し、優先配当算

出基準日が銀行休業日の場合は直前営業日を優先配当算出基準日とする。 

優先配当算出基準日に日本円ＴＩＢＯＲが公表されない場合、同日ロンドン時間午前11時にスクリーン・ペ

ージに表示されるロンドン銀行間市場出し手レート（ユーロ円ＬＩＢＯＲ６ヶ月物（360日ベース））として英

国銀行協会（ＢＢＡ）によって公表される数値またはこれに準ずると認められるものを日本円ＴＩＢＯＲに代

えて用いるものとする。 

日本円ＴＩＢＯＲまたはこれに代えて用いる数値は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨

五入する。 

(ハ）優先中間配当金 

当社は、優先中間配当金は、支払わない。 

(ニ）累積条項 

ある営業年度において、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対して支払う利益配当金の額がＡ種優先

配当金の額に達しないときは、その不足額は翌営業年度以降に累積する。 

(ホ）非参加条項 

Ａ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて利益配当は行わない。 

(11）残余財産の分配 

当社の残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対し、普通株主または普通登録

質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき10,000円（但し、Ａ種優先株式について株式の併合または分割その他

調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、かかる事項が行なわれる直前の優先株式の経済的価値を

維持できる範囲で適切に調整された額とする。）及び累積未払配当金相当額を支払う。 

Ａ種優先株主またはＡ種優先登録質権者に対しては、前記の金額を超えては残余財産の分配は行わない。 

(12）償還請求権 

Ａ種優先株主は、償還請求権を行使できない。 

(13）買受けまたは消却 

当社は、いつでも法令に従ってＡ種優先株式を買受け、これを株主に配当すべき利益をもって、当該買受価額

により消却することができる。 

(14）議決権 

優先株主は、株主総会において議決権を有しない。 

(15）株式の併合または分割 

当社は、Ａ種優先株式について、株式の併合または分割を行なわない。当社は、Ａ種優先株主には、新株の引

受権、新株予約権または新株予約権付社債の引受権を与えない。 



(16）普通株式への転換請求権 

(イ）転換を請求し得べき期間 

Ａ種優先株式の転換を請求し得べき期間は、平成22年８月１日以降とする。 

(ロ）転換の条件 

Ａ種優先株主は、１株につき下記(a）乃至(c）に定める転換価額により、Ａ種優先株式を当社の普通株式に

転換することができる。 

(a）当初転換価額 

当初転換価額は、１株につき329円とする。 

(b）転換価額の修正 

転換価額は、平成23年８月１日以降、毎年８月１日（以下、それぞれ「転換価額修正日」という。）におけ

る時価に修正される。但し、当該時価が当初転換価額の70％に相当する金額（以下「下限転換価額」という。

但し下記(c）の規定による調整を受ける。）を下回るときは、修正後転換価額は下限転換価額とする。また、

当該時価が当初転換価額（以下「上限転換価額」という。但し下記(c）の規定による調整を受ける。）を上回

る場合には、修正後の転換価額は上限転換価額とする。 

上記「時価」とは、各転換価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社

の普通株式の普通取引の毎取引日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、そ

の計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。但し、各時価の算定期間内に、下

記(c）の規定による調整事由が生じた場合には、当該平均値は取締役会が適当と判断する値に調整される。 

(c）転換価額の調整 

① 当社は、Ａ種優先株式の発行後、下記②に掲げる各事由により当社普通株式数に変更を生じる場合または

変更を生ずる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）をもって転換価額

を調整する。 

② 転換価額調整式により優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期につい

ては、次に定めるところによる。 

(ⅰ）下記④(ⅱ)に定める時価を下回る発行価額または処分価額をもって当社の普通株式を新たに発行また

は当社の有する当社の普通株式を処分する場合（但し、当社の普通株式に転換される証券もしくは転

換できる証券または当社の普通株式の発行もしくはこれに代えて当社の有する当社の普通株式の移転

（以下当社の普通株式の発行または移転を「交付」という。）を請求できる新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）の転換または行使による場合を除く。）、調整後の転換価額は、払

込期日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

(ⅱ）株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割当日の

翌日以降これを適用する。但し、配当可能利益から資本に組入れられることを条件にその部分をもっ

て株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入

れの決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とする場合には、調整

後の転換価額は、当該配当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを

適用する。 

なお、上記但し書の場合において、株式の分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の資

本組入れの決議をした株主総会の終結の日までに転換をなした者に対しては、次の算出方法により、

当社の普通株式を新たに発行する。 

    既発行 

普通株式数 
＋ 

新発行・処分  １株当たりの 

普通株式数  × 発行・処分価額 

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 
１株当たりの時価 

既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数 



この場合に、１株未満の端数を生じたときは、これを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(ⅲ）下記④(ⅱ)に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる

証券または当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場

合、調整後の転換価額は、発行される証券または新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初

の転換価額で転換されまたは当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して

算出するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適

用する。但し、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用す

る。 

③ 当社は、上記②に定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会が適

当と判断する転換価額の調整を行うものとする。 

(ⅰ）株式の併合、資本の減少、商法第373条に定められた新設分割、同法第374条ノ16に定められた吸収分

割、または合併のために転換価額の調整を必要とするとき。 

(ⅱ）その他当社普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要と

するとき。 

(ⅲ）転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出

に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

④ (ⅰ）転換価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨

五入する。 

(ⅱ）転換価額調整式に使用する時価は、調整後転換価額を適用する日（但し、上記②(ⅱ)但し書の場合

には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社の普通株式

の普通取引の毎取引日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、そ

の計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。 

(ⅲ）転換価額調整式で使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換

価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその

日、または株主割当日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発

行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除した数とする。 

(ハ）転換により発行すべき普通株式数 

優先株式の転換により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。発行すべき普通株式数の算出に

あたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(ニ）転換の請求により発行する株式の内容 

当社普通株式 

(ホ）転換請求受付場所 

小杉産業株式会社 人事総務部総務グループ 

株式数＝ 
（調整前転換価額－調整後転換価額） × 

調整前転換価額をもって転換により 

当該期間内に発行された株式数 

調整後転換価額 

転換により発行す

べき普通株式数 
＝ 

優先株主が転換請求のために提出した優先株式の発行価額の総額 

転換価額 



(ヘ）転換効力の発生 

転換の効力は、転換請求書及び優先株券が前述(ホ）に記載する転換請求受付場所に到達したときに発生す

る。 

(ト）転換後第１回目の配当 

優先株式の転換請求権行使により発行された普通株式に対する最初の利益配当金または中間配当金は、転換

の請求が８月１日から翌年１月31日までになされたときには８月１日に、２月１日から７月31日までになされ

たときは２月１日にそれぞれ転換があったものとみなしてこれを支払う。 

(17）優先順位 

優先株式相互の優先配当金の支払順位は、Ｂ種優先株式がＡ種優先株式に優先する。優先株式相互間の残余財

産の分配の支払順位は、同順位とする。 

（注）２ Ｂ種優先株式の内容は次のとおりであります。 

(イ）当社は、利益配当金を支払うときは、毎決算期現在の株主名簿に記載または記録されたＢ種優先株式を有す

る株主（以下「Ｂ種優先株主」という。）またはＢ種優先株式の登録質権者（以下「Ｂ種優先登録質権者」と

いう。）に対し、当該決算期現在の株主名簿に記載または記録された普通株式を有する株主（以下「普通株

主」という。）または普通株式の登録質権者（以下「普通登録質権者」という。）に先立ち、１営業年度につ

き優先株式１株あたり下記（ロ）に定める額の利益配当金（以下「Ｂ種優先配当金」という。）を配当可能利

益がある限り必ず支払う。 

(ロ）優先配当金の額 

１株あたりのＢ種優先配当金の額は、以下の算式に従い計算される金額を支払う。計算の結果、Ｂ種優先配

当金１株につき1000円を超える場合は、1000円とする。初年度における優先配当金は、配当起算日から営業年

度の最終日までの日数（初日及び最終日を含む。）で日割計算した額とする。優先配当金は、円位未満小数第

１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。 

優先配当金＝10,000円×（日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月もの）＋1.5％） 

「日本円ＴＩＢＯＲ（６ヶ月もの）」とは、平成17年４月１日または各営業年度の４月１日及び10月１日

（以下「優先配当算出基準日」という。）の２時点において、午前11時現在における日本円６ヶ月物トーキョ

ー・インター・バンク・オファード・レートとして全国銀行協会によって公表される数値の平均値をいい、上

記計算式においては、次回の優先配当算出基準日の前日までの各営業年度について適用される。但し、優先配

当算出基準日が銀行休業日の場合は直前営業日を優先配当算出基準日とする。 

(1） 種類株式の名称 小杉産業株式会社Ｂ種優先株式 

（以下「Ｂ種優先株式」という。） 

(2） 発行株式数 100,000株 

(3） 発行価額 １株につき  10,000円 

(4） 発行価額の総額 1,000,000,000円 

(5） 資本組入額 １株につき  5,000円 

(6） 資本組入額の総額 500,000,000円 

(7） 申込期日 平成17年５月31日 （火曜日） 

(8） 払込期日 平成17年５月31日 （火曜日） 

(9） 配当起算日 平成17年５月31日 （火曜日） 

(10）優先配当金   



優先配当算出基準日に日本円ＴＩＢＯＲが公表されない場合、同日ロンドン時間午前11時にスクリーン・ペ

ージに表示されるロンドン銀行間市場出し手レート（ユーロ円ＬＩＢＯＲ６ヶ月物（360日ベース））として英

国銀行協会（ＢＢＡ）によって公表される数値またはこれに準ずると認められるものを日本円ＴＩＢＯＲに代

えて用いるものとする。 

日本円ＴＩＢＯＲまたはこれに代えて用いる数値は、％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨

五入する。 

(ハ）優先中間配当金 

当社は、優先中間配当金は、支払わない。 

(ニ）累積条項 

ある営業年度において、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録質権者に対して支払う利益配当金の額がＢ種優先

配当金の額に達しないときは、その不足額は翌営業年度以降に累積する。 

(ホ）非参加条項 

Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録質権者に対しては、Ｂ種優先配当金を超えて利益配当は行わない。 

(11）残余財産の分配 

当社の残余財産を分配するときは、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録質権者に対し、普通株主または普通登録

質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき10,000円（但し、Ｂ種優先株式について株式の併合または分割その他

調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、かかる事項が行なわれる直前の優先株式の経済的価値を

維持できる範囲で適切に調整された額とする。）及び累積未払配当金相当額を支払う。 

Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録質権者に対しては、前記の金額を超えては残余財産の分配は行わない。 

(12）償還請求権 

Ｂ種優先株主は、償還請求権を行使できない。 

(13）買受けまたは消却 

当社は、いつでも法令に従ってＢ種優先株式を買受け、これを株主に配当すべき利益をもって、当該買受価額

により消却することができる。 

(14）議決権 

優先株主は、株主総会において議決権を有しない。 

(15）株式の併合または分割 

当社は、Ｂ種優先株式について、株式の併合または分割を行なわない。当社は、Ｂ種優先株主には、新株の引

受権、新株予約権または新株予約権付社債の引受権を与えない。 

(16）普通株式への転換請求権 

(イ）転換を請求し得べき期間 

Ｂ種優先株式の転換を請求し得べき期間は、平成24年８月１日以降とする。 

(ロ）転換の条件 

Ｂ種優先株主は、１株につき下記(a）乃至(c）に定める転換価額により、Ｂ種優先株式を当社の普通株式に

転換することができる。 

(a）当初転換価額 

当初転換価額は、１株につき329円とする。 



(b）転換価額の修正 

転換価額は、平成25年８月１日以降、毎年８月１日（以下、それぞれ「転換価額修正日」という。）におけ

る時価に修正される。但し、当該時価が当初転換価額の70％に相当する金額（以下「下限転換価額」という。

但し下記(c）の規定による調整を受ける。）を下回るときは、修正後転換価額は下限転換価額とする。また、

当該時価が当初転換価額（以下「上限転換価額」という。但し下記(c）の規定による調整を受ける。）を上回

る場合には、修正後の転換価額は上限転換価額とする。 

上記「時価」とは、各転換価額修正日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社

の普通株式の普通取引の毎取引日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、そ

の計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。但し、各時価の算定期間内に、下

記(c）の規定による調整事由が生じた場合には、当該平均値は取締役会が適当と判断する値に調整される。 

(c）転換価額の調整 

① 当社は、Ｂ種優先株式の発行後、下記②に掲げる各事由により当社普通株式数に変更を生じる場合または

変更を生ずる可能性がある場合は、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）をもって転換価額

を調整する。 

② 転換価額調整式により優先株式の転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期につい

ては、次に定めるところによる。 

(ⅰ）下記④(ⅱ)に定める時価を下回る発行価額または処分価額をもって当社の普通株式を新たに発行また

は当社の有する当社の普通株式を処分する場合（但し、当社の普通株式に転換される証券もしくは転

換できる証券または当社の普通株式の発行もしくはこれに代えて当社の有する当社の普通株式の移転

（以下当社の普通株式の発行または移転を「交付」という。）を請求できる新株予約権（新株予約権

付社債に付されたものを含む。）の転換または行使による場合を除く。）、調整後の転換価額は、払

込期日の翌日以降、または募集のための株主割当日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。 

(ⅱ）株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割当日の

翌日以降これを適用する。但し、配当可能利益から資本に組入れられることを条件にその部分をもっ

て株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能利益の資本組入

れの決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とする場合には、調整

後の転換価額は、当該配当可能利益の資本組入れの決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを

適用する。 

なお、上記但し書の場合において、株式の分割のための株主割当日の翌日から当該配当可能利益の資

本組入れの決議をした株主総会の終結の日までに転換をなした者に対しては、次の算出方法により、

当社の普通株式を新たに発行する。 

この場合に、１株未満の端数を生じたときは、これを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(ⅲ）下記④(ⅱ)に定める時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換される証券もしくは転換できる

証券または当社の普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債を発行する場

合、調整後の転換価額は、発行される証券または新株予約権もしくは新株予約権付社債の全てが当初

の転換価額で転換されまたは当初の行使価額で行使されたものとみなして転換価額調整式を準用して

算出するものとし、払込期日（新株予約権が無償にて発行される場合は発行日）の翌日以降これを適

用する。但し、その証券の募集のための株主割当日がある場合は、その日の翌日以降これを適用す

る。 

    既発行 

普通株式数 
＋ 

新発行・処分  １株当たりの 

普通株式数  × 発行・処分価額 

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 
１株当たりの時価 

既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数 

株式数＝ 
（調整前転換価額－調整後転換価額） × 

調整前転換価額をもって転換により 

当該期間内に発行された株式数 

調整後転換価額 



③ 当社は、上記②に定める転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、取締役会が適

当と判断する転換価額の調整を行うものとする。 

(ⅰ）株式の併合、資本の減少、商法第373条に定められた新設分割、同法第374条ノ16に定められた吸収分

割、または合併のために転換価額の調整を必要とするとき。 

(ⅱ）その他当社普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調整を必要と

するとき。 

(ⅲ）転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額の算出

に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

④ (ⅰ）転換価額調整式を用いる計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨

五入する。 

(ⅱ）転換価額調整式に使用する時価は、調整後転換価額を適用する日（但し、上記②(ⅱ)但し書の場合

には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当社の普通株式

の普通取引の毎取引日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、そ

の計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。 

(ⅲ）転換価額調整式で使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換

価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその

日、または株主割当日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発

行済普通株式数から、当該日における当社の有する当社普通株式数を控除した数とする。 

(ハ）転換により発行すべき普通株式数 

優先株式の転換により発行すべき当社の普通株式数は、次のとおりとする。発行すべき普通株式数の算出に

あたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、現金による調整は行わない。 

(ニ）転換の請求により発行する株式の内容 

当社普通株式 

(ホ）転換請求受付場所 

小杉産業株式会社 本社総務部 

(ヘ）転換効力の発生 

転換の効力は、転換請求書及び優先株券が前述(ホ）に記載する転換請求受付場所に到達したときに発生す

る。 

(ト）転換後第１回目の配当 

優先株式の転換請求権行使により発行された普通株式に対する最初の利益配当金または中間配当金は、転換

の請求が８月１日から翌年１月31日までになされたときには８月１日に、２月１日から７月31日までになされ

たときは２月１日にそれぞれ転換があったものとみなしてこれを支払う。 

(17）優先順位 

優先株式相互の優先配当金の支払順位は、Ｂ種優先株式がＡ種優先株式に優先する。優先株式相互間の残余財

産の分配の支払順位は、同順位とする。 

転換により発行す

べき普通株式数 
＝ 

優先株主が転換請求のために提出した優先株式の発行価額の総額 

転換価額 



(2）【新株予約権等の状況】 

①新株予約権 

株主総会特別決議日（平成17年７月26日） 

取締役会決議日  （平成17年８月１日） 

 
中間連結会計期間末現在 
（平成18年７月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年９月30日） 

新株予約権の数 3,064 個（注）１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の

種類 
普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の

数 
3,064,000 株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 318 円（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年８月1日から平成24年７月31日 

までとする。 
同左 

新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額 

当社普通株式１株当たりの発行価格 

 318 円 

当社普通株式１株当たりの資本組入額  

159 円 

 ただし、資本組入額は上記発行価格に

0.5を乗じた金額とし、計算の結果生じる

１円未満の端数については、これを切り

上げるものとする。 

同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利

行使時において、当社もしくは当社子

会社の取締役、監査役、従業員及び顧

問のいずれかの地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定

年による退職、会社都合による退職そ

の他これに準ずる正当な事由のある場

合にはこの限りではない。 

② 新株予約権の割当を受けた者が死亡し

た場合、相続人は行使することができ

ない。 

③ 新株予約権の割当を受けた者は、割り

当てられた新株予約権個数の全部また

は一部につき行使することができる。

ただし、一部を行使する場合には、割

り当てられた新株予約権の整数倍の単

位で行使するものとする。 

④ その他の条件については、当社と新株

予約権の割当を受ける者との間で締結

する新株予約権割当契約に定めるとこ

ろによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本新株予約権の譲渡については、当社取

締役会の承認を要するものとする。 
同左 

代用払込みに関する事項 ―  ― 



         株主総会特別決議日（平成17年７月26日） 

     取締役会決議日  （平成18年４月27日） 

 
中間連結会計期間末現在 
（平成18年７月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年９月30日） 

新株予約権の数 345 個（注）１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の

種類 
普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の

数 
345,000 株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 194 円（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年８月1日から平成24年７月31日 

までとする。 
同左 

新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額 

当社普通株式１株当たりの発行価格 

 194 円 

当社普通株式１株当たりの資本組入額  

97 円 

 ただし、資本組入額は上記発行価格に

0.5を乗じた金額とし、計算の結果生じる

１円未満の端数については、これを切り

上げるものとする。 

同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利

行使時において、当社もしくは当社子

会社の取締役、監査役、従業員及び顧

問のいずれかの地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定

年による退職、会社都合による退職そ

の他これに準ずる正当な事由のある場

合にはこの限りではない。 

② 新株予約権の割当を受けた者が死亡し

た場合、相続人は行使することができ

ない。 

③ 新株予約権の割当を受けた者は、割り

当てられた新株予約権個数の全部また

は一部につき行使することができる。

ただし、一部を行使する場合には、割

り当てられた新株予約権の整数倍の単

位で行使するものとする。 

④ その他の条件については、当社と新株

予約権の割当を受ける者との間で締結

する新株予約権割当契約に定めるとこ

ろによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本新株予約権の譲渡については、当社取

締役会の承認を要するものとする。 
同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 



     株主総会特別決議日（平成18年４月27日） 

     取締役会決議日  （平成18年４月27日） 

 
中間連結会計期間末現在 
（平成18年７月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年９月30日） 

新株予約権の数 2,000 個（注）１ 同左 

新株予約権の目的となる株式の

種類 
普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の

数 
2,000,000 株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １株当たり 194 円（注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成20年５月１日から平成25年４月30日

までとする。 
同左 

新株予約権の行使により株式を

発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額 

当社普通株式１株当たりの発行価格 

 194 円 

当社普通株式１株当たりの資本組入額  

97 円 

 ただし、資本組入額は上記発行価格に

0.5を乗じた金額とし、計算の結果生じる

１円未満の端数については、これを切り

上げるものとする。 

同左 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利

行使時において、当社もしくは当社子

会社の取締役、監査役、従業員及び顧

問のいずれかの地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による退任、定

年による退職、会社都合による退職そ

の他これに準ずる正当な事由のある場

合にはこの限りではない。 

② 新株予約権の割当を受けた者が死亡し

た場合、相続人は行使することができ

ない。 

③ 新株予約権の割当を受けた者は、割り

当てられた新株予約権個数の全部また

は一部につき行使することができる。

ただし、一部を行使する場合には、割

り当てられた新株予約権の整数倍の単

位で行使するものとする。 

④ その他の条件については、当社と新株

予約権の割当を受ける者との間で締結

する新株予約権割当契約に定めるとこ

ろによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
本新株予約権の譲渡については、当社取

締役会の承認を要するものとする。 
同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 



 （注）１．新株予約権の目的たる株式の数の調整 

 当社が株式分割または株式併合を行う場合は、新株予約権のうち当該株式分割または株式併合の時点で行

使されていないものについて、次の算式によりその目的たる株式数を調整し、調整により生ずる１株未満の

端数は切り捨てる。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率 

 また、当社が消滅会社となる合併または当社が分割会社となる会社分割を行う場合等、目的たる株式数の

調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に目的たる株式数の調整を行うものとする。 

２．行使価額の調整 

 時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権の行使による場合を除

く）、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 前記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除し

た数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「１株当た

り払込金額」を「１株当たりの処分金額」にそれぞれ読み替えるものとする。 

 また、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる

１円未満の端数は切り上げるものとする。 

 また、当社が消滅会社となる合併または当社が分割会社となる会社分割を行う場合等、行使価額の調整を

必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に行使価額の調整を行うものとする。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１ 新株予約権7,000個の行使により、普通株式 7,000千株、資本金 224,000千円、資本準備金 217,000千円がそ

れぞれ増加いたしました。 

２ 平成18年４月27日開催の定時株主総会の決議により、資本準備金5,325,985千円のうち、3,232,887千円を取

崩し、欠損填補に充てております。 

    既発行 

株式数 
＋ 
新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後 

行使価額 
＝ 
調整前 

行使価額 
× 

１株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後 

行使価額 
＝ 
調整前 

行使価額 
× 

1 

分割または併合の比率 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 
（千円） 

 平成18年3月14日 

（注）１  
7,000 147,700 224,000 5,613,940 217,000 5,325,985 

 平成18年4月27日 

（注）２  
― 147,700 ― 5,613,940 △3,232,887 2,093,097 



(4）【大株主の状況】 

① 普通株式（平成18年７月31日現在） 

（注） 所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 

  

③ Ｂ種優先株式（平成18年７月31日現在） 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ジェイ・ブリッジ株式会社 東京都中央区赤坂2-17-7 74,700 50.64 

コメルツバンク（サウス イースト

アジア）リミテッド 

（常任代理人 株式会社みずほ 

  コーポレート銀行） 

8 SHENTON WAY,HEX 36-01 TEMASEK TOWER 

SINGAPORE 068811 

 （東京都中央区日本橋兜町6-7） 

8,778 5.95 

ザ チェース マンハッタン バンク

エヌエイ ロンドン 

（常任代理人 株式会社みずほ 

  コーポレート銀行） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON  

EC2P 2HD,ENGLAND 

（東京都中央区日本橋兜町6-7） 

4,840 3.28 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 3,673 2.49 

デービーエス バンク リミテッ

ド 700112 

（常任代理人 株式会社みずほ 

  コーポレート銀行） 

6 SHENTON WAY DBS BUILDING TOWER ONE  

SINGAPORE 068809 

 （東京都中央区日本橋兜町6-7） 

3,585 2.43 

小杉興産株式会社 東京都中央区築地7-7-5 2,411 1.64 

エス・ケー・コスギ有限会社 東京都港区南麻布3-5-44 2,000 1.36 

トランスデジタル株式会社 東京都港区赤坂1-12-32 2,000 1.36 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1-1-5 1,360 0.92 

エイチエスビーシー ファンド 

サービシィズ クライアンツ 500 
1 QUEEN’S ROAD CENTRAL HONGKONG 1,350 0.92 

計 ― 104,697 70.98 

   ② Ａ種優先株式（平成18年７月31日現在） 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1丁目1-5 100 100.00 

計 ― 100 100.00 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町1丁目1-5 100 100.00 

計 ― 100 100.00 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１ 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式772株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式（その他）」には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が22,000株（議決権の数22個）

含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成18年７月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 200,000 ― ― 

 

Ａ種優先株 100,000 ― 

「１ 株式等の状況」

の「(1）株式の総数

等」の「② 発行済株

式」の注記参照 

Ｂ種優先株 100,000 ― 

「１ 株式等の状況」

の「(1）株式の総数

等」の「② 発行済株

式」の注記参照 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

40,000 

― ― 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

147,264,000 
147,264 ― 

単元未満株式 
普通株式 

196,000 
― ― 

発行済株式総数 147,700,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 147,264 ― 

平成18年７月31日現在 

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

小杉産業株式会社 

東京都中央区築地 

6-19-20  
40,000 ― 40,000 0.03 

計 ― 40,000 ― 40,000 0.03 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日以降、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

月別 平成18年２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 

最高（円） 233 231 222 192 155 135 

最低（円） 122 157 165 143 122 90 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日 

取締役          

営業本部副本部長・支店統括

兼キッズ事業部長 

取締役          

営業本部副本部長・支店統括 
福田 克彦 平成18年８月１日 

取締役 

営業本部副本部長・支店統括

兼キッズ事業部長      

兼スポーツウエア事業部長 

取締役 

営業本部副本部長・支店統括

兼キッズ事業部長 

福田 克彦  平成18年10月２日 

取締役  

営業本部          

レディスウエア事業統括部長 

取締役           

関連事業部長 
君嶋 史光 平成18年８月１日 

取締役 

関連事業部長 

取締役 

新規事業開発担当 
松尾 大輔 平成18年８月１日 

取締役          

関連事業部長兼財務部担当 

取締役          

関連事業部長 
松尾 大輔 平成18年10月１日 



第５【経理の状況】 

１ 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24

号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

前中間連結会計期間（平成17年２月１日から平成17年７月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づき、

当中間連結会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

ただし、前中間連結会計期間（平成17年２月１日から平成17年７月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし書

きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２ 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

前中間会計期間（平成17年２月１日から平成17年７月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間

会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

ただし、前中間会計期間（平成17年２月１日から平成17年７月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし書きに

より、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

３ 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年２月１日から平成17年７月31日ま

で）及び前中間会計期間（平成17年２月１日から平成17年７月31日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表につい

ては、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

   また、当中間連結会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）及び当中間会計期間（平成18年２月１日

から平成18年７月31日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については、国際第一監査法人により中間監査を受

けております。 

なお、当社の会計監査人は次のとおり交代しております。 

前中間連結会計期間及び前中間会計期間       あずさ監査法人 

当中間連結会計期間及び当中間会計期間       国際第一監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※１   3,711,804 2,229,515   6,240,009 

２ 受取手形及び売掛
金 

※４   3,478,755 2,950,831   3,071,936 

３ たな卸資産     3,225,109 5,154,936   3,477,017 

４ その他     220,120 487,182   294,697 

貸倒引当金     △64,336 △6,909   △34,647 

流動資産合計     10,571,453 57.8 10,815,556 49.6   13,049,012 66.7

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1) 建物及び構築物   6,364,902   5,435,279 3,939,032   

減価償却累計額   △2,665,016 3,699,885 △2,880,320 2,554,959 △1,854,474 2,084,558 

(2) 機械装置及び運
搬具 

  218,277   79,010 75,086   

減価償却累計額   △198,982 19,295 △66,723 12,286 △65,701 9,384 

(3) 器具及び備品   1,522,559   1,958,628 1,717,198   

減価償却累計額   △1,136,132 386,427 △1,420,415 538,212 △1,233,286 483,911 

(4) 土地     2,504,314 2,380,221   1,290,887 

有形固定資産合計     6,609,921 5,485,681   3,868,742 

２ 無形固定資産           

 （1）連結調整勘定     ― 1,855,780   41,000 

 （2）その他     55,798 129,993   127,674 

無形固定資産合計     55,798 1,985,773   168,675 

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※１   882,644 837,489   1,049,949 

(2) 長期貸付金     2,302 29,976   15,208 

(3) 敷金保証金 ※１   ― 2,927,755   1,711,489 

(4) その他     296,380 247,178   238,508 

貸倒引当金     △124,972 △525,480   △550,263 

投資その他の資産
合計 

    1,056,354 3,516,919   2,464,893 

固定資産合計     7,722,074 42.2 10,988,374 50.4   6,502,310 33.3

資産合計     18,293,528 100.0 21,803,930 100.0   19,551,323 100.0 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金 

※４   5,151,711 6,142,054   5,551,829 

２ 短期借入金 
※１ 
※５ 

  4,457,542 1,786,800   49,329 

３ 一年内返済長期借
入金 

※１   694,848 691,216   318,712 

４ 一年内償還予定社
債 

    ― 403,750   ― 

５ 未払消費税等     71,817 59,525   ― 

６ 未払法人税等     27,034 49,514   49,933 

７ 繰延税金負債     ― 407,912   434,862 

８ 未払費用     457,550 602,062   493,430 

９ 返品調整引当金     536,387 476,918   556,069 

10 賞与引当金     43,134 94,020   48,178 

11 ポイント引当金     ― 125,752   132,098 

12 事業構造改善引当
金 

    ― 49,288   ― 

13 新株予約権     111,000 ―   ― 

14 その他     127,507 1,047,677   1,496,895 

流動負債合計     11,678,534 63.8 11,936,491 54.7   9,131,338 46.7

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※１   593,993 1,257,523   341,397 

２ 長期未払金     ― 263,452   1,192,694 

３ 退職給付引当金     1,445,956 1,321,175   1,299,816 

４ 役員退職金引当金     5,530 ―   22,000 

５ 事業構造改善引当
金 

    ― 35,594   ― 

６ 繰延税金負債     ― 34,661   120,352 

７ 再評価に係る繰延
税金負債 

    310,428 ―   ― 

８ 連結調整勘定     ― 564,798   629,967 

９ その他     23,837 195,069   7,732 

固定負債合計     2,379,745 13.0 3,672,275 16.9   3,613,960 18.5

負債合計     14,058,280 76.8 15,608,767 71.6   12,745,298 65.2

          

（少数株主持分）           

少数株主持分     12,302 0.1 ― ―   10,075 0.0

          

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     4,429,940 24.2 ― ―   5,389,940 27.6

Ⅱ 資本剰余金     4,178,985 22.8 ― ―   5,108,985 26.1

Ⅲ 利益剰余金     △4,810,030 △26.3 ― ―   △3,174,514 △16.2

Ⅳ 土地再評価差額金     452,482 2.5 ― ―   △691,797 △3.5

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

    △22,310 △0.1 ― ―   170,987 0.9

Ⅵ 自己株式     △6,119 △0.0 ― ―   △7,651 △0.1

資本合計     4,222,946 23.1 ― ―   6,795,949 34.8

負債、少数株主持分及
び資本合計 

    18,293,528 100.0 ― ―   19,551,323 100.0 

          



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  5,613,940 25.7  － － 

２ 資本剰余金    － －  2,093,097 9.6  － － 

３ 利益剰余金    － －  △1,583,618 △7.3  － － 

４ 自己株式    － －  △7,913 △0.0  － － 

株主資本合計    － －  6,115,505 28.0  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評
価差額金 

   － －  46,273 0.2  － － 

２ 土地再評価差額金    － －  △570,354 △2.6  － － 

評価・換算差額等合
計 

   － －  △524,081 △2.4  － － 

Ⅲ 少数株主持分    － － 603,739 2.8  － －

純資産合計    － －  6,195,163 28.4  － － 

負債純資産合計    － －  21,803,930 100.0  － － 

        



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     10,555,430 100.0 16,230,795 100.0   25,565,301 100.0 

Ⅱ 売上原価     5,843,409 55.4 9,665,778 59.5   14,957,410 58.5

売上総利益     4,712,020 44.6 6,565,017 40.5   10,607,890 41.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   4,984,206 47.2 7,816,203 48.2   10,899,735 42.6

営業損失     272,185 △2.6 1,251,186 △7.7   291,845 △1.1

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息及び配当金   8,336  5,146 10,637   

２ 受取地代家賃    14,436  133,565 26,398   

３ 受取検査手数料    11,965  2,779 25,608   

４ 連結調整勘定償却額   ―  65,169 21,750   

５ その他   39,149 73,887 0.7 29,204 235,864 1.5 85,218 169,614 0.7

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   188,814  69,116 257,137   

２ 新株発行費   63,579  2,887 74,922   

３ 不動産賃借料   ―  131,153 ―   

４ その他   20,487 272,882 2.6 47,834 250,991 1.6 74,438 406,498 1.7

経常損失     471,180 △4.5 1,266,312 △7.8   528,729 △2.1

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※２ 35  ― 646,241   

２ 投資有価証券売却益   233,453  20,287 270,743   

３ 貸倒引当金戻入額   114,856  56,130 172,185   

４ 債務免除益   ―  18,203 ―   

５ 役員退職金引当金戻
入額 

  56,750  10,000 56,750   

６ その他   734 405,830 3.8 2,169 106,791 0.6 734 1,146,655 4.5

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産売却損 ※３ ―  1,718 60,482   

２ 固定資産除却損 ※４ 39,265  47,382 79,169   

３ 投資有価証券評価損   99  4,999 18,599   

４ たな卸資産整理損   13,917  18,407 13,917   

５ 財務構造再編費用 ※５ 263,200  ― 263,200   

６ 早期退職措置関連損
失 

※６ ―  ― 156,129   

７ 本社及び商品センタ
ー移転費用 

※７ ―  ― 34,651   

８ 減損損失 ※８ ―  260,835 ―   

９ 前期損益修正損 ※９ 7,800  3,199 12,146   

10 その他   ― 324,282 3.0 11,420 347,964 2.1 13,618 651,913 2.5

税金等調整前中間 
（当期）純損失 

    389,632 △3.7 1,507,486 △9.3   33,987 △0.1

法人税、住民税及び 
事業税 

  18,634  25,200 28,274   

法人税等調整額   ― 18,634 0.2 △27,405 △2,204 △0.0 △424,499 △396,224 △1.5

少数株主利益     4,584 0.0 15,267 0.1   2,360 0.0

中間（当期）純利益 
または純損失（△） 

    △412,851 △3.9 △1,520,549 △9.4   359,877 1.4

          



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）               

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,989,643   ―   1,989,643 

Ⅱ 資本剰余金増加高               

１．増資による新株の発行   4,123,000 4,123,000 ― ― 5,053,000 5,053,000 

Ⅲ 資本剰余金減少高               

１．欠損填補のための資本準備
金取崩額 

  1,933,658 1,933,658 ― ― 1,933,658 1,933,658 

Ⅳ 資本剰余金中間期末（期末）
残高 

    4,178,985   ―   5,108,985 

        

（利益剰余金の部）               

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △8,212,394   ―   △8,212,394 

Ⅱ 利益剰余金増加高               

１．中間（当期）純利益   ―   ―   359,877   

２. 土地再評価差額金取崩額   ―   ―   862,787   

３．資本金取崩による増加高   2,015,460   ―   2,015,460   

４．資本準備金取崩による増加
高 

  1,933,658 3,949,118 ― ― 1,933,658 5,171,783 

Ⅲ 利益剰余金減少高               

１．中間（当期）純損失   412,851   ―   ―   

２．土地勘定調整による剰余金
減少高 

※１ 133,902 546,754 ― ― 133,902 133,902 

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）
残高 

    △4,810,030   ―   △3,174,514 

        



④【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日）         （単位：千円） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年１月31日残高 5,389,940 5,108,985 △3,174,514 △7,651 7,316,760 

中間連結会計期間中の変動額      

新株の発行 224,000 217,000 ― ― 441,000 

資本準備金の取崩による欠損填補 ― △3,232,887 3,232,887 ― ― 

中間純損失 ― ― △1,520,549 ― △1,520,549 

土地再評価差額金の取崩 ― ― △121,442 ― △121,442 

自己株式の取得 ― ― ― △262 △262 

株主資本以外の項目の中間連結会計期間中の 

変動額（純額） 
― ― ― ― ― 

中間連結会計期間中の変動額合計 224,000 △3,015,887 1,590,895 △262 △1,201,254 

平成18年７月31日残高 5,613,940 2,093,097 △1,583,618 △7,913 6,115,505 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 少数株主持分 純資産合計 
その他有価証
券評価差額金 

土地再評価 
差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年１月31日残高 170,987 △691,797 △520,809 21,000 10,075 6,827,026 

中間連結会計期間中の変動額       

新株の発行 ― ― ― ― ― 441,000 

資本準備金の取崩による欠損填補 ― ― ― ― ― ― 

中間純損失 ― ― ― ― ― △1,520,549 

土地再評価差額金の取崩 ― ― ― ― ― △121,442 

自己株式の取得 ― ― ― ― ― △262 

株主資本以外の項目の中間連結会

計期間中の変動額（純額） 
△124,713 121,442 △3,271 △21,000 593,663 569,392 

中間連結会計期間中の変動額合計 △124,713 121,442 △3,271 △21,000 593,663 △631,861 

平成18年７月31日残高 46,273 △570,354 △524,081 ― 603,739 6,195,163 



⑤【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ 

・フロー 
  

１ 税金等調整前中間（当期）

純損失 
  △389,632 △1,507,486 △33,987 

２ 減価償却費   153,982 231,492 296,092 

３ 連結調整勘定（費用）    ― 52,704 3,727 

４ 連結調整勘定（収益）    ― △65,169 △21,750 

５ 貸倒引当金の増減額

（減△） 
  △135,202 △58,024 △184,815 

６ 賞与引当金の増減額

（減△） 
  △14,981 45,842 △9,938 

７ 退職給付引当金の増減額

（減△） 
  △8,718 21,359 △396,157 

８ 返品調整引当金の増減額

（減△） 
  △911,970 △79,151 △892,288 

９ ポイント引当金の増減額

（減△） 
  ― △6,346 ― 

10 受取利息及び配当金   △8,336 △5,146 △10,637 

11 支払利息及び社債利息   188,814 72,096 257,137 

12 投資有価証券売却損益

（益△） 
  △233,453 △20,287 △270,743 

13 投資有価証券評価損   ― 4,999 ― 

14 固定資産売却損益（益

△） 
  △35 1,718 △585,759 

15 固定資産除却損   39,265 47,382 79,169 

16 固定資産減損損失   ― 260,835 ― 

17 売上債権の増減額（増△）   177,503 674,773 962,878 

18 たな卸資産の増減額

（増△） 
  141,403 173,268 1,629,652 

19 仕入債務の増減額（減△）   △1,909,932 △1,194,980 △2,303,606 

20 前期損益修正損   7,800 3,199 12,146 

21 その他   116,316 △712,478 997,283 

小計   △2,787,176 △2,059,397 △471,599 

22 利息及び配当金の受取額   8,336 5,144 10,637 

23 利息の支払額   △185,102 △69,495 △239,107 

24 法人税等の支払額   △13,483 △42,306 △25,557 

営業活動によるキャッシュ 

・フロー 
  △2,977,426 △2,166,053 △725,626 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ 

・フロー 
  

１ 有形固定資産の取得によ

る支出 
  △32,134 △156,113 △267,471 

２ 有形固定資産の売却によ

る収入 
  721 888 4,772,551 

３ 無形固定資産の取得によ

る支出 
  △11,968 △25,369 △6,434 

４ 投資有価証券の取得によ

る支出 
  △1,823 △2,768 △223,542 

５ 投資有価証券の売却によ

る収入 
  335,478 52,496 769,094 

６ 連結の範囲変更に伴う子

会社株式の取得による支

出  

※２ ― △2,656,277 △1,213,952 

７ 連結の範囲変更に伴う子

会社株式の取得による収

入  

※２ 18,325 ― 18,325 

８ 貸付けによる支出   ― △3,907 ― 

９ 貸付金の回収による収入   ― 13,371 ― 

10 敷金保証金の払込による

支出  
  ― △82,132 △466,673 

11 敷金保証金の払戻による

収入 
  16,044 250,741 278,243 

12 その他   4,112 6,958 440,251 

投資活動によるキャッシュ 

・フロー 
  328,757 △2,602,112 4,100,391 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度の要約 

キャッシュ・フロー計算書 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ 

・フロー 
  

１ 短期借入金の純増減額

（減△） 
  △2,621,826 1,336,165 △7,202,685 

２ 長期借入れによる収入   ― 900,000 14,000 

３ 長期借入金の返済による 

支出 
  △324,424 △975,370 △1,044,107 

４ 長期未払金の返済による

支出 
  ― △924,018 ― 

５ 新株予約権の発行による

収入 
  210,000 ― 210,000 

６ 新株予約権の行使による

収入  
  1,980,000 ― 3,780,000 

７ 新株発行費の支出   △63,579 △2,887 △74,922 

８ 優先株式の発行による収入   2,000,000 ― 2,000,000 

９ 普通株式の発行による収入   4,250,000 420,000 4,250,000 

10 自己株式の取得による支出   △4,709 △262 △6,242 

11 少数株主への配当金の支払   ― △15,959 ― 

12 財務構造再編費用の支出   △263,200 ― △263,200 

財務活動によるキャッシュ 

・フロー 
  5,162,260 737,666 1,662,842 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 

換算差額 
  △4,188 ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加 

額 
  2,509,403 △4,030,499 5,037,607 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首 

残高 
  1,202,401 6,240,009 1,202,401 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間 

期末（期末）残高 
※１ 3,711,804 2,209,509 6,240,009 



継続企業の前提に関する注記 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

 当社グループは、前連結会計年度において

８期連続して売上高が減少し、４期連続して

営業損失及び８期連続して当期純損失を計上

しました。営業活動によるキャッシュ・フロ

ーについても、連結キャッシュ・フロー計算

書作成初年度（平成13年１月期）以降連続し

てマイナスを計上しています。当中間連結会

計期間においても、前連結会計年度に引き続

き272,185千円の営業損失及び412,851千円の

中間純損失を計上しており、営業活動による

キャッシュ・フローも2,977,426千円のマイ

ナスとなっております。これにより、当社グ

ループには継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在しております。 

 当社グループは、当該状況を解消すべく平

成17年5月31日に無議決権型優先株式の第三

者割当（発行価額の総額20億円）と普通株式

の第三者割当（発行価額の総額42億50百万

円）による資本増強策を実施し、前連結会計

年度の債務超過の状態を解消いたしました。

そして、本年度を予備期間とした来期から始

まる新しい中期事業計画を作成し改革に取り

組んでおります。その内容は、①ブランドビ

ジネスの強化、②経営効率化の推進、③アパ

レル分野での新規ビジネスへの参入を骨子と

しています。また現在、資産の売却や新子会

社の獲得などを実施しております。 

 中間連結財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、上記のような重要な疑義の

影響を中間連結財務諸表には反映しておりま

せん。 

 当社グループは、前連結会計年度において

９期ぶりに当期純利益359百万円を計上いた

しました。但し、利益面においては過去５期

連続して営業損失を計上しており、キャッシ

ュ・フローにおいても、平成13年１月期以降

営業キャッシュ・フローはマイナスの状況が

続いております。 

 さらに当中間連結会計期間においても、営

業損失及び中間純損失を計上し、営業キャッ

シュ・フローがマイナスであるため、当社グ

ループにおいては継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在しております。 

 この状況に対応するため、まず当社におき

ましては、前連結会計年度に無議決権型優先

株式の割当（発行価額の総額 20億円）及び

普通株式の第三者割当（発行価額の総額 42

億50百万円）（いずれも平成17年5月31日付

で実施）の資本増強策を実施すると共に、新

株予約権の行使が進んだ結果、債務超過を解

消するに至りました。また、当中間連結会計

期間においては、平成18年4月27日に資本準

備金の取崩を実施したことに伴い繰越損失を

一掃し、財務内容の抜本的な改善を図りまし

た。 

 一方、事業運営面におきましては、当社グ

ループ全体として業務改革をより推進するこ

とでビジネスモデルの革新と、仕入体制の強

化を図ると共に、グループ間のシナジー効果

をより現実のものとしていくなかで、営業利

益の改善を推進してまいります。 

 これらの結果、当社グループといたしまし

ては上記の諸施策を有機的に実施することに

より、当該状況を解消する予定であります。 

 なお、中間連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、上記のような重要な

疑義の影響を中間連結財務諸表には反映して

おりません。 

 当連結会計年度は９期ぶりに当期純利益を

計上いたしました。しかし、５期連続して営

業損失を計上し、営業活動によるキャッシ

ュ・フローについても、連結キャッシュ・フ

ロー計算書作成初年度（平成13年１月期）以

降連続してマイナスを計上しております。こ

れにより当社グループには継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しております。 

 当社グループは、平成17年５月31日に無議

決権型優先株式の割当（発行価額の総額20億

円）と普通株式の割当（発行価額の総額42億

50百万円）ならびに新株予約権の行使による

資本増強策を実施し、債務超過の状況を解消

いたしました。また、資本準備金の取り崩し

による繰越損失の一掃を予定しております。

さらに、経営の刷新により以下のような業務

改革を進めております。 

① ブランドビジネスの強化のため、新組織

に外部有識者の意見を活用できるアドバ

イザリーボードを取り入れ各ブランドに

活性化プロジェクトを立ち上げ「常に発

信力のあるブランド」へと活性化を進め

ております。 

② 経営の効率化のため、オペレーションモ

デルの改革を進め商品在庫の無駄をなく

し、人員の削減、人事制度改革を進め、

本社、弁天商品センター、越谷寮等の土

地建物の資産売却による財務改善を進め

ました。 

③ 新規ビジネスへの参入を目指し、事業シ

ナジーの見込める株式会社ミナミ等の子

会社化によるスポーツアパレル販売など

を進めております。 

 このような運営により当該状況を解消する

予定であります。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、上記のような重要な疑義の影響

を連結財務諸表には反映しておりません。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 子会社９社の全てを連結子会社と 
しております。 
株式会社トレイン、株式会社グ 
ッドタイム、株式会社グレース
南部、株式会社ファミリーウェ
イ、株式会社ジェーエヌジェ
ー、株式会社コスギファッショ
ンネット、株式会社新潟コスギ
ニット、株式会社栃木コスギニ
ット、株式会社タガラ 
株式会社タガラは平成17年7月29 
日の株式取得に伴い当中間連結会
計期間より連結子会社となりまし
た。 
なお、みなし取得日を当中間連結
会計期間末としているため、当連
結会計期間は中間貸借対照表のみ
を連結しております。  

子会社13社の全てを連結子会社と 
しております。 
株式会社グッドタイム、株式会
社グレース南部、株式会社ファ
ミリーウェイ、株式会社ジェー
エヌジェー、株式会社コスギフ
ァッションネット、株式会社新
潟コスギニット、株式会社栃木
コスギニット、株式会社タガ
ラ、有限会社ニーズ、株式会社
ミナミ、株式会社コージツ、株
式会社コージツフィッシング、
株式会社ツー・アンド・ワン 
株式会社コージツ及び同社の連結
子会社である株式会社コージツフ
ィッシングは、平成18年2月14日
付で当社の株式会社コージツに対
する公開買付により、また、株式
会社ツー・アンド・ワンは平成18
年5月31日の株式取得に伴い、
各々当中間連結会計期間から連結
子会社となりました。  

子会社10社の全てを連結子会社と
しております。 
連結子会社の名称 
株式会社グッドタイム、株式
会社グレース南部、株式会社
ファミリーウェイ、株式会社
ジェーエヌジェー、株式会社
コスギファッションネット、
株式会社新潟コスギニット、
株式会社栃木コスギニット、
株式会社タガラ、有限会社ニ
ーズ、株式会社ミナミ 
株式会社タガラは平成17年７月
29日に株式の取得により、有限
会社ニーズは同年８月31日に出
資持分の全てを取得したことに
より、株式会社ミナミは同年11
月30日に株式の全てを取得した
ことにより、当連結会計年度か
ら連結の範囲に含めることとい
たしました。 
連結子会社であった株式会社ト
レインは、清算を結了したた
め、上記の連結子会社に含んで
おりませんが、清算結了までの
期間の損益は、連結損益計算書
に含まれております。 

２ 持分法の適用に関する事
項 

非連結子会社及び関連会社がない
ため持分法の適用はありません。 

同左 関連会社がないため持分法の適用
はありません。 

３ 連結子会社の中間決算日
等（事業年度等）に関す
る事項 

(1）連結子会社のうち、株式会社
トレイン、株式会社グッドタ
イム、株式会社ファミリーウ
ェイ、株式会社ジェーエヌジ
ェー、株式会社コスギファッ
ションネット、株式会社新潟
コスギニット、株式会社栃木
コスギニット及び株式会社タ
ガラの中間決算日は親会社と
同一（７月31日）でありま
す。 

(1）連結子会社のうち、株式会社
グッドタイム、株式会社ファ
ミリーウェイ、株式会社ジェ
ーエヌジェー、株式会社コス
ギファッションネット、株式
会社新潟コスギニット、株式
会社栃木コスギニット、株式
会社タガラ、有限会社ニー
ズ、株式会社ミナミ、株式会
社ツー・アンド・ワンの中間
決算日は親会社と同一（７月
31日）であります。 

(1) 連結子会社のうち、株式会社
グッドタイム、株式会社ファ
ミリーウェイ、株式会社ジェ
ーエヌジェー、株式会社コス
ギファッションネット、株式
会社新潟コスギニット、株式
会社栃木コスギニット、株式
会社タガラ、有限会社ニーズ
及び株式会社ミナミの決算日
は当社と同一（１月31日）で
あります。 

  (2）連結子会社のうち、グレース
南部の中間決算日は６月30日
であります。中間連結財務諸
表の作成に当たっては、６月
30日現在の中間財務諸表を使
用し、中間連結決算日との間
に生じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行っ
ております。 

(2）連結子会社のうち、株式会社
グレース南部の中間決算日は
６月30日、株式会社コージツ
及び株式会社コージツフィッ
シングにおいては５月31日で
あります。中間連結財務諸表
の作成に当たっては、各社の
中間財務諸表を使用し、中間
連結決算日との間に生じた重
要な取引については、連結上
必要な調整を行っておりま
す。    

(2）連結子会社株式会社グレース
南部の決算日は12月31日であ
ります。連結財務諸表の作成
に当たっては、12月31日現在
の決算財務諸表を使用してお
ります。      

４ 会計処理基準に関する事
項 

(1）重要な資産の評価基準及び評
価方法 
① 有価証券 

    その他有価証券  
    時価のあるもの    

中間連結会計期間末日の市
場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部資本直入
法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）
によっております。 

(1）重要な資産の評価基準及び評
価方法 
① 有価証券 

    その他有価証券  
    時価のあるもの    

中間連結会計期間末日の市
場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直
入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算
定）によっております。  

(1）重要な資産の評価基準及び評
価方法 
① 有価証券 

    その他有価証券  
時価のあるもの 
連結会計年度末日の市場価
格等に基づく時価法（評価
差額は全部資本直入法によ
り処理し、売却原価は移動
平均法により算定）によっ
ております。 

 時価のないもの 
移動平均法による原価法に
より評価しております。 

    時価のないもの 
移動平均法による原価法に
より評価しております。た
だし、投資事業有限責任組
合及びこれに類する組合へ
の出資については、当該組
合の財産の持分相当額を計
上しております。  

時価のないもの 
同左 

 ② デリバティブ 
時価法によっております。 

② デリバティブ 
同左 

② デリバティブ 
同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 ③ たな卸資産 

主として最終仕入原価法に

よる原価法によっておりま

すが、季越商品については

販売可能価額まで評価減を

実施し、これによる評価減

は売上原価に算入しており

ます。 

③ たな卸資産 

主として最終仕入原価法に

よる原価法によっておりま

すが、季越商品については

販売可能価額まで評価減を

実施し、これによる評価減

は売上原価に算入しており

ます。 

ただし、一部の子会社につ

いては、総平均法に基づく

原価法、売価還元法に基づ

く原価法を採用しておりま

す。 

③ たな卸資産 

主として最終仕入原価法に

基づく原価法によっており

ますが、季越商品について

は販売可能価額まで評価減

を実施し売上原価に算入し

ております。 

当期評価損計上額 

430,576千円 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 親会社の建物及び

構築物の一部 
定額法

平成10年４月１日

以降に取得した建

物 

定額法

上記以外の有形固

定資産 
定率法

同左 同左 

 なお、主な耐用年数は以下

の通りであります。 

  

 建物及び構築物 3～50年   

 ② 無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。ただし、ソフトウェア

（自社利用分）について

は、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 ③ 長期前払費用 

定額法を採用しておりま

す。ただし、償却年数につ

いては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によっ

ております。 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 ② 返品調整引当金 

中間連結会計期間末日後に

予想される販売した商品の

返品による損失に備えるた

め、中間連結会計期間末前

２ヵ月間の売上高及び返品

の実績率等を基にして算出

した損失見込額を計上して

おります。 

② 返品調整引当金 

       同左 

② 返品調整引当金 

連結会計年度末日後に予想

される販売した商品の返品

による損失に備えるため、

連結会計年度末前２ヶ月間

の売上高及び返品の実績率

等を基にして算出した損失

見込額を計上しておりま

す。 

 ③ 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上して

おります。 

③ 賞与引当金 

同左 

③ 賞与引当金 

同左 

 ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10 

年）による定額法により発

生年度から費用処理をする

こととしております。 

数理計算上の差異は、その

発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発

生の翌期から費用処理をす

ることとしております。 

④ 退職給付引当金 

 同左 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において

発生していると認められる

額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10 

年）による定額法により発

生年度から費用処理をする

こととしております。  

数理計算上の差異は、各期

の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定

額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌期から費用

処理をすることとしており

ます。 

 ⑤ 役員退職金引当金 

役員退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中

間連結会計期間末要支給額

を計上しております。 

⑤ 役員退職金引当金 

―――――  

⑤ 役員退職金引当金 

役員退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく連

結会計年度末要支給額を計

上しております。 

 ――――― ⑥ ポイント引当金 

ポイントカードにより顧客

に付与したポイントの使用

に備えるため、中間連結会

計期間末において将来使用

されると見込まれる額を計

上しております。 

⑥ ポイント引当金 

ポイントカードにより顧客

に付与したポイントの使用

に備えるため、連結会計年

度末において将来使用され

ると見込まれる額を計上し

ております。 

 ――――― ⑦ 事業構造改善引当金 

事業構造改善に伴い、今後

発生が見込まれる店舗閉鎖

損などについて合理的な見

積り額を計上しておりま

す。 

――――― 

 (4）外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しておりま

す。 

(4）外貨建の資産及び負債の本邦

通貨への換算基準 

同左 

(4) 外貨建資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は連結会

計年度末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 (5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理

によっております。 

ただし、金利スワップ取引

については、特例処理の要

件を満たしている場合は特

例処理を採用しておりま

す。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左  

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段… 

金利スワップ取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

     同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ・ヘッジ対象… 

借入金の利息 

  

 ③ ヘッジ方針 

提出会社は、金利相場の変

動に伴うリスクをヘッジす

る目的でデリバティブ取引

を利用する方針であり、短

期的な売買差益を獲得する

目的（トレーディング目

的）や投機目的のために、

単独でデリバティブ取引を

利用することはしない方針

です。また、デリバティブ

取引についての基本方針は

取締役会で決定され、金利

スワップ取引の実行及び管

理は経理部が行っておりま

す。 

③ ヘッジ方針 

提出会社は、金利相場の変

動に伴うリスクをヘッジす

る目的でデリバティブ取引

を利用する方針であり、短

期的な売買差益を獲得する

目的（トレーディング目

的）や投機目的のために、

単独でデリバティブ取引を

利用することはしない方針

です。また、デリバティブ

取引についての基本方針は

取締役会で決定され、金利

スワップ取引の実行及び管

理は財務部が行っておりま

す。  

③ ヘッジ方針 

提出会社は、金利相場の変

動に伴うリスクをヘッジす

る目的でデリバティブ取引

を利用する方針であり、短

期的な売買差益を獲得する

目的（トレーディング目

的）や投機目的のために、

単独でデリバティブ取引を

利用することはしない方針

です。また、デリバティブ

取引についての基本方針は

取締役会で決定され、金利

スワップ取引の実行及び管

理は経理部が行っておりま

す。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引において

は、原則として、ヘッジ開

始時から有効性判定時点ま

での期間において、ヘッジ

対象のキャッシュ・フロー

の変動の累計額とヘッジ手

段のキャッシュ・フローの

変動の累計額とを比較し、

その比率を基礎に判断して

おりますが、特例処理の要

件に該当すると判定される

場合については有効性の判

定を省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

        同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (7）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっており

ます。 

(7）消費税等の会計処理 

同左 

(7) 消費税等の会計処理 

同左 

 (8) 繰延資産の処理方法 

   新株発行費 

   支払時全額費用処理 

   なお、新株発行費は損益計算 

   書上、営業外費用の新株発行 

   費に表示しております。   

(8) 繰延資産の処理方法 

同左 

(8) 繰延資産の処理方法 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッ

シュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲は、手許現

金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金同

等物）の範囲は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなって

おります。 

連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 



会計処理の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

―――――― 固定資産の減損に係る会計基準  

 当中間連結会計期間より固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年8月9日）及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10月31日 

企業会計基準適用指針第６号）を適用して

おります。 

これにより税金等調整前中間純損失は

260,835千円増加しております。  

なお、減損損失累計額については、改正

後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産

の金額から直接控除しております。  

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準  

当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月9

日 企業会計基準第５号）及び 「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月9日 企業会計基準適用指針第８

号 ）を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は、5,591,423千円であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結

貸借対照表の純資産の部については、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

ストック・オプション等に関する会計基準 

当中間連結会計期間より「ストック・オ

プション等に関する会計基準」（企業会計

基準第8号 平成17年12月27日）及び「ス

トック・オプション等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第11号

平成17年12月27日）を適用しております。 

この変更に伴う損益への影響はありませ

ん。 

────── 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

 連結損益計算書 

 前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」に含めて表示

しておりました「受取地代家賃」（前中間連結会計期間14,840千

円)、「受取検査手数料」（前中間連結会計期間15,456千円）につい

ては、当中間連結会計期間より区分掲記しております。 

 連結貸借対照表 

前中間連結会計期間において投資その他の資産の「その他」に含め

て表示しておりました「敷金保証金」（前中間連結会計期間末

195,192千円）については、当中間連結会計期間末において資産の総

額の100分の5を超えたため区分掲記しております。 

  

連結損益計算書 

前中間連結会計期間まで営業外収益の「その他」に含めて表示して

おりました「連結調整勘定償却額」（前中間連結会計期間25千円）に

ついては、当中間連結会計期間において、営業外収益の総額の100分

の10を超えたため区分掲記しております。 



追加情報 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

――――― ――――― 外形標準課税制度の導入 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成

15年法律第９号）が平成15年３月31日に公布

され、平成16年４月１日以降に開始する連結

会計年度より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当連結会計年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の連結損益計算

書上の表示についての実務上の取扱い」（平

成16年２月13日 企業会計基準委員会実務対

応報告第12号）に従い、法人事業税の付加価

値割及び資本割については販売費及び一般管

理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が30,562千

円増加し、営業損失、経常損失及び税金等調

整前当期純損失がそれぞれ同額増加しており

ます。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前連結会計年度末 
（平成18年１月31日） 

※１ 担保に供している資産 

長期借入金1,288,841千円(うち一年内

返済長期借入金694,848千円)及び短期

借入金4,407,542千円の担保に供して

いる資産は次のとおりであります。   

定期預金 296,498千円

建物 3,627,876千円

土地 2,501,185千円

投資有価証券 651,626千円

計 7,077,187千円

※１ 担保に供している資産 

長期借入金1,330,656千円(うち一年内

返済長期借入金229,712千円)、短期借

入金1,000,000千円及び買掛金652千円

の担保に供している資産は次のとおり

であります。 

定期預金  896,755千円

建物    2,010,895千円

土地    1,616,305千円

投資有価証券     633,816千円

関係会社株式 758,900千円

計 5,916,671千円

※１ 担保に供している資産 

は、買掛金13,185千円及び長期借入金

640,494千円（うち一年内返済長期借

入金318,712千円）の担保に供してお

ります。 

定期預金 876,679千円

売掛金   49,358千円

たな卸資産  604,263千円

建物 1,359,081千円

土地 470,342千円

投資有価証券 750,732千円

敷金保証金   781,905千円

計 4,892,362千円

２ 受取手形割引高は 34,847千円であり

ます。 

２ 受取手形割引高は633,958千円であり

ます。 

２ 受取手形割引高は723,732千円であり

ます。 

３ 偶発債務 

従業員の銀行借入金19,780千円に対し

て債務保証を行っております。 

 ――――― ――――― 

※４ 中間連結会計期間末満期手形の会計処

理については、手形交換日をもって決

済処理しております。 

なお、当中間連結会計期間末日が金融

機関の休日であったため、次の中間連

結会計期間末日満期手形が、中間連結

会計期間末残高に含まれております。 

受取手形 5,788千円

支払手形 28,061千円

割引手形 11,612千円

 ―――――  ――――― 

         ――――― ※５ 関係会社（親会社）との債権・債務 

短期借入金       720,000千円 

        ――――― 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※１ 主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

※１ 主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

※１ 主要な費目及び金額は次のとおりであ

ります。 

荷造運賃及び物流諸

掛 
573,613千円

広告宣伝費 327,655千円

給料諸手当 1,040,972千円

賞与金 70,984千円

賞与引当金繰入額 40,455千円

退職給付費用 100,337千円

役員退職金引当金繰

入額 
3,710千円

派遣社員費 1,732,675千円

賃借料 161,340千円

減価償却費 141,891千円

荷造運賃及び物流諸

掛 
471,034千円

広告宣伝費 514,187千円

給料諸手当 1,732,478千円

賞与金 58,706千円

賞与引当金繰入額 92,119千円

退職給付費用 119,738千円

派遣社員費 1,671,465千円

賃借料 932,092千円

減価償却費 211,410千円

荷造運賃及び物流諸

掛 
1,143,620千円

広告宣伝費 686,890千円

給料諸手当 2,240,803千円

賞与金 139,358千円

賞与引当金繰入額 48,178千円

退職給付費用 200,271千円

役員退職金引当金繰

入額 
8,180千円

派遣社員費 3,433,950千円

賃借料 715,028千円

減価償却費 274,712千円

※２ 固定資産売却益 

車両の売却によるものであります。 

――――― 

  

※２ 固定資産売却益 

主に中央区日本橋堀留町及び大阪市港

区の土地・建物等の売却に伴うもので

あります。  

――――― 

  

――――― 

  

※３ 固定資産売却損 

主に越谷市の土地・建物等の売却に伴

うものであります。  

※４ 固定資産除却損 

器具及び備品 39,048千円

その他 217千円

計 39,265千円

※４ 固定資産除却損 

器具及び備品 23,275千円

その他    24,107千円

計 47,382千円

※４ 固定資産除却損 

器具及び備品 67,239千円

その他 11,929千円

計 79,169千円

※５ 財務構造再編費用  

当社グループの資本増強策を実行する 

にあたり、①経営改善に関する資本・ 

負債構造の再編を中心とした財務構造 

改善スキームの策定、②資本提携先の 

発掘、交渉及び実行、③取引金融機関 

との交渉への助言、調整等のアドバイ 

ザリー業務にかかる支出であります。 

――――― 

  

※５ 財務構造再編費用 

当社の資本増強策を実行するにあた

り、①経営改善に関する資本・負債構

造の再編を中心とした財務構造改善ス

キームの策定、②資本提携先の発掘、

交渉及び実行、③取引金融機関との交

渉への助言、調整等のアドバイザリー

業務にかかる支出であります。 

 ――――― ――――― ※６ 早期退職措置関連損失 

早期退職措置関連損失は、早期退職特

別優遇措置による退職者への特別退職

金等であり、内訳は次のとおりであり

ます。 

  

特別退職金 137,459千円

再就職関連費用 18,670千円

計 156,129千円

 ――――― 

  

 ――――― 

  

※７ 本社及び商品センター移転費用 

本社及び商品センター移転費用の内訳

は次のとおりであります。 

器具及び備品除却損 6,846千円

引越・移設・運搬費

用等 
27,805千円

計 34,651千円

 



（中間連結剰余金計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

  ――――― 

  

※８ 減損損失 

当中間連結会計期間において当社グループは

以下の資産グループについて減損損失を計上

しました。  

当社グループは、独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出す単位を最小単位として、また、

遊休資産等については当該資産単位にグルー

ピングを行っております。 

当中間連結会計期間において、収益性の悪化

等により退店または移転の意思決定をした店

舗に係る固定資産、遊休資産については帳簿

価額と回収可能価額との差額を、また、換金

が見込めない電話加入権については、帳簿価

額全額を減損損失として特別損失に計上して

おります。 

なお、店舗用資産の回収可能価額は使用価値

により測定しており、将来キャッシュ・フロ

ーを5.48％で割り引いて算定しております

が、回収可能性が認められないものについて

は、残存帳簿価額の全額を減損損失として計

上しております。 

また、遊休固定資産の回収可能価額は固定資

産評価額、不動産鑑定評価額に基づいており

ます。 

  

場所 用途 種類 
減損損失 

（千円） 

石川県 
店舗用 

資産 

建物付属 

設備等 
6,280 

東京都他 
店舗用 

資産 

建物付属 

設備等 
114,299 

茨城県他 遊休資産 土地 57,779 

その他 
本店及び

事業所 
電話加入権 82,476 

 ――――― 

  

※９ 前期損益修正損 

過年度のゴルフ会員権入会金(7,800千

円)の修正であります。 

 ――――― 

  

※９ 前期損益修正損 

主に過年度のゴルフ会員権入会金

(7,800千円)の修正であります。 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

※1 中間連結貸借対照表上の土地勘定残高

を、連結グループ内での当初取得価額

で表示するための剰余金の減額であり

ます。 

   ――――― ※1 連結貸借対照表上の土地勘定残高を、

連結グループ内での当初取得価額で表

示するための剰余金の減額でありま

す。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

（１）発行済株式の種類及び総数ならびに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 普通株式の発行済株式の株式数の増加は、新株予約権の行使による増加であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

（２）新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注） 新株予約権の当中間連結会計期間における減少は、行使による減少であります。 

（３）配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末 

株式数（株） 

発行済株式 

普通株式 

  

140,500,000 

  

7,000,000 

  

― 

  

147,500,000 

Ａ種優先株式 100,000 ― ― 100,000 

Ｂ種優先株式 100,000 ― ― 100,000 

合計 140,700,000 7,000,000 ― 147,700,000 

自己株式 

普通株式 

  

39,230 

  

1,542 

  

― 

  

40,772 

合計 39,230 1,542 ― 40,772 

 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる 

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結会

計期間末残高

（千円） 
前連結会計 

年度末 

当中間連結

会計期間増

加 

当中間連結 

会計期間減少

当中間連結 

会計期間末 

提出会社 

平成17年4月 

新株予約権 

（注） 

普通株式 7,000,000 ― 7,000,000 ― ― 

ストックオプション

としての新株予約権 
――――― ― 

連結子会社 ――――― ――――― ― 

合計 ――――― ― 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

 ※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高

は、現金及び預金勘定の金額と一致し

ております。 

 ※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

 現金及び預金勘定 2,229,515千円 

 担保に供している定期預金 △20,005千円 

 現金及び現金同等物 2,209,509千円 

 ※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘定の金額と現金及び現

金同等物の期末残高は一致しておりま

す。 

 ※２ 株式の取得により新たに連結子会社と

なった会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに連結したことに

伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに株式の取得価額と取得のための収入

(純額)との関係は次のとおりでありま

す。 

株式会社タガラ(平成17年7月31日現在) 

 ※２ 株式の取得により新たに連結子会社と

なった会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに連結したことに

伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに株式の取得価額と取得のための支出

(純額)との関係は次のとおりでありま

す。 

株式会社コージツ(平成17年11月30日現在) 

 ※２ 株式の取得により新たに連結子会社と

なった会社の資産及び負債の主な内訳 

株式の取得により新たに連結したことに

伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並

びに株式の取得価額と取得のための収入

及び支出(純額)との関係は次のとおりで

あります。 

株式会社タガラ(平成17年7月31日現在) 

  

流動資産 267,756千円 

固定資産 89,366千円 

流動負債 △357,094千円 

固定負債 ―

連結調整勘定 △25千円 

少数株主持分 △2千円 

株式会社タガラ株式の 

取得価額 
1千円 

株式会社タガラの現金及

び現金同等物 
△18,326千円 

差引：株式会社タガラ 

取得による収入 
18,325千円 

  

流動資産 1,948,836千円

固定資産 2,927,534千円

流動負債 △2,114,372千円

固定負債 △1,240,551千円

連結調整勘定 1,704,575千円

少数株主持分 △610,777千円

株式会社コージツ株式の

取得価額 
2,615,244千円

株式会社コージツの現金

及び現金同等物 
△283,987千円

差引：株式会社コージツ

取得による支出 
2,331,256千円

流動資産 267,756千円

固定資産 89,366千円

流動負債 △357,094千円

固定負債 ―

連結調整勘定 △25千円

少数株主持分 △2千円

株式会社タガラの取得価

額 
1千円

株式会社タガラの現金及

び現金同等物 
△18,326千円

差引：株式会社タガラの

取得による収入 
18,325千円

 株式会社ツー・アンド・ワン 

(平成18年5月31日現在) 

  

流動資産 1,372,120千円

固定資産 415,286千円

流動負債 △668,947千円

固定負債 △581,175千円

連結調整勘定 162,715千円

株式会社ツー・アンド・

ワンの取得価額 
 700,000千円

株式会社ツー・アンド・

ワンの現金及び現金同等

物 

△374,979千円

差引：株式会社ツー・ア

ンド・ワンの取得による

支出 

325,020千円

有限会社ニーズ(平成17年8月31日現在) 

  

  

流動資産 42,215千円

固定資産 3,418千円

流動負債 △57,336千円

固定負債 △24,025千円

連結調整勘定 44,728千円

有限会社ニーズの取得価

額 
9,000千円

有限会社ニーズの現金及

び現金同等物 

  

△477千円

差引：有限会社ニーズの

取得による支出 
8,522千円

  株式会社ミナミ(平成17年11月30日現在) 

流動資産 2,695,538千円

固定資産 2,453,809千円

流動負債 △1,312,370千円

固定負債 △1,485,247千円

連結調整勘定 △651,690千円

株式会社ミナミの取得

価額 
1,700,039千円

株式会社ミナミの現金及

び現金同等物 
△494,609千円

差引：株式会社ミナミ

の取得による支出 
1,205,429千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

(借主側) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(借主側) 

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当

額 

種類 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

機械装置
及び運搬
具 

62,367 51,183 11,184 

器具及び
備品 

393,343 233,379 159,963 

合計 455,710 284,562 171,147 

種類 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

減損損失
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

機械装
置及び
運搬具 

23,115 10,907 － 12,207

器具及
び備品 

957,258 519,078 85,201 352,978

合計 980,373 529,986 85,201 365,186

種類 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

機械装置
及び運搬
具 

68,838 59,399 9,438

器具及び
備品 

742,435 383,881 358,554

合計 811,273 443,280 367,993

なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によって算

定しております。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によって算定してお

ります。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額及び

リース資産減損勘定残高 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 80,371千円

１年超 90,776千円

合計 171,147千円

１年以内       176,443千円

１年超       273,943千円

合計       450,387千円

１年以内       144,132千円

１年超       223,860千円

合計        367,993千円

   リース資産減損勘定残高 85,201千円   

なお、未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法によって算定しておりま

す。 

同左 なお、未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によ

って算定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 53,013千円

減価償却費相当額 53,013千円

支払リース料       94,007千円

リース資産減損勘定

の取崩額 
    －千円

減価償却費相当額      94,007千円

減損損失       85,201千円

支払リース料     112,267千円

減価償却費相当額      112,267千円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年7月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

（注）１ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において減損

処理を行い、投資有価証券評価損99千円を計上しております。 

２ 減損処理にあたっては、当中間連結会計期間末日における時価の取得原価に対する下落率が50％以

上の銘柄については減損処理を行っております。 

当中間連結会計期間末（平成18年7月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

（注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当中間連結会計期間において減損処

理を行い、投資有価証券評価損4,999千円を計上しております。 

種類 

前中間連結会計期間（平成17年７月31日） 

取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

株式 877,733 855,422 △22,310 

合計 877,733 855,422 △22,310 

種類 
前中間連結会計期間（平成17年７月31日） 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 27,221 

合計 27,221 

種類 

当中間連結会計期間（平成18年７月31日） 

取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表
計上額（千円） 

差額（千円） 

株式 706,216 791,712 85,496 

合計 706,216 791,712 85,496 

種類 
当中間連結会計期間（平成18年７月31日） 

中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 35,177 

匿名組合出資金 10,600 

合計 45,777 



前連結会計年度末（平成18年1月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

（注）１ 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理

を行い、投資有価証券評価損18,500千円を計上しております。 

２ 減損処理にあたっては、連結会計年度末における時価の取得原価に対する下落率が50％以上の銘柄

については減損処理を行っております。 

種類 

前連結会計年度（平成18年１月31日） 

取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

株式 707,831 999,172 291,340 

合計 707,831 999,172 291,340 

種類 
前連結会計年度（平成18年１月31日） 

連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 40,176 

匿名組合出資金 10,600 

合計 50,776 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年７月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

１．通貨関連                                     単位（千円）   

２．金利関連 

当社グループは金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、記載の対象から除い

ております。 

３．株式関連 

該当事項はございません。 

４．債券関連 

該当事項はございません。 

５．商品等関連 

該当事項はございません。 

当中間連結会計期間末（平成18年７月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 当社グループが行っているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されるため、記載の対象から除いており

ます。 

前連結会計年度末（平成18年１月31日） 

 当社グループが行っているデリバティブ取引は、全てヘッジ会計が適用されるため、記載の対象から除いており

ます。 

（ストック・オプション等関係） 

 当中間連結会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日） 

 （提出会社） 

 １.ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 （1）ストック・オプションの内容 

種類 契約額等 契約額等のうち1年超 時価 評価損益 

スワップ取引  4,907,796 ― △2,936 △2,936 

合計  4,907,796 ― △2,936 △2,936 

  
平成17年７月26日 

臨時株主総会決議① 

平成17年７月26日 

臨時株主総会決議②  

平成18年4月27日 

定時株主総会決議  

  当社取締役     8 名 当社従業員     46 名 当社取締役     9 名 

 付与対象者の 当社監査役     4 名 子会社取締役    1 名 当社監査役     3 名 

 区分及び人数 当社従業員   215 名   当社従業員    14 名 

 当社顧問       4 名     

 ストック・オプションの 

付与数 
普通株式 3,155,000 株 普通株式   345,000 株 普通株式 2,000,000 株 

 付与日 平成17年８月10日 平成18年４月27日 平成18年４月27日 

 権利確定条件 

 付与日（平成17年８月10日）

以降、権利確定日（平成19年

８月１日）まで継続して勤務

していること。 

 付与日（平成18年４月27日）

以降、権利確定日（平成19年

８月１日）まで継続して勤務

していること。 

 付与日（平成18年４月27日）

以降、権利確定日（平成20年

５月１日）まで継続して勤務

していること。 

 対象勤務期間 
平成17年８月10日から 

平成19年７月31日まで 

平成18年４月27日から 

平成19年７月31日まで 

平成18年４月27日から 

平成20年４月30日まで 

 権利行使期間 
平成19年８月１日から 

平成24年７月31日まで 

平成19年８月１日から 

平成24年７月31日まで 

平成20年５月１日から 

平成25年４月30日まで 



  （2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

    当中間連結会計期間において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について  

は、株式数に換算して記載しております。 

 ① ストック・オプションの数 

 ② 単価情報 

  

  
平成17年７月26日 

臨時株主総会決議① 

平成17年７月26日 

臨時株主総会決議② 

平成18年4月27日 

定時株主総会決議  

 権利確定前       

（株） 
      

  前事業年度末 3,155,000 ― ― 

  付与 ― 345,000 2,000,000 

  失効 91,000 ― ― 

  権利確定 ― ― ― 

  未確定残 3,064,000 345,000 2,000,000 

 権利確定後       

（株） 
      

  前事業年度末 ― ― ― 

  権利確定 ― ― ― 

  権利行使 ― ― ― 

  失効 ― ― ― 

  未行使残 ― ― ― 

  
平成17年７月26日 

臨時株主総会決議① 

平成17年７月26日 

臨時株主総会決議② 

平成18年4月27日 

定時株主総会決議  

 権利行使価格      （円） 318 194 194 

 行使時平均株価     （円） ― ― ― 

 公正な評価単価（付与日）（円） ― ― ― 



 （連結子会社） 

 下記の内容は、連結子会社の株式会社コージツにおけるものであります。 

 １.ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

  （1）ストック・オプションの内容 

  （2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

    当中間連結会計期間において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について  

は、株式数に換算して記載しております。 

 ① ストック・オプションの数 

 ② 単価情報 

  
平成18年２月24日 

定時株主総会決議 

  同社取締役        8 名 

  同社監査役        4 名 

 付与対象者の区分及び人数 同社従業員      105 名 

 同社顧問          1 名 

 同社子会社取締役    1 名  

 同社子会社従業員    21 名  

 ストック・オプションの付与数 普通株式       786,000 株 

 付与日 平成18年４月24日 

 権利確定条件 

付与日（平成18年４月24日）以降、権利確定日

（平成20年３月１日）まで継続して勤務してい

ること。 

 対象勤務期間 
平成18年４月24日から 

平成20年２月29日まで 

 権利行使期間 
平成20年３月１日から 

平成28年２月23日まで 

  
平成18年２月24日 

定時株主総会決議 

 権利確定前         （株）   

  前事業年度末 ― 

  付与 786,000 

  失効 ― 

  権利確定 ― 

  未確定残 786,000 

 権利確定後         （株）   

  前事業年度末 ― 

  権利確定 ― 

  権利行使 ― 

  失効 ― 

  未行使残 ― 

  
平成18年２月24日 

定時株主総会決議 

 権利行使価格        （円） 235 

 行使時平均株価       （円） ― 

 公正な評価単価（付与日）  （円） ― 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自平成17年２月１日至平成17年７月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める「各種繊維二次製品の製造及び販売」の割合   

がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  当中間連結会計期間（自平成18年２月1日至平成18年７月31日）           （単位：千円） 

（注） 各区分の主な製品は、次のとおりとなっております。 

(1) カジュアルウェア販売 

紳士外着、婦人外着、子供服、肌着・ナイティ など 

(2) スポーツ用品販売 

登山用品、釣用品、スキー＆スノーボードほか各種アウトドア用品及び各種スポーツ用品 など 

  前連結会計年度(自平成17年２月１日至平成18年１月31日) 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める「各種繊維二次製品の製造及び販売」の割合がい

ずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自平成17年２月１日至平成17年７月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

 当中間連結会計期間(自平成18年２月１日至平成18年７月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

 前連結会計年度(自平成17年２月１日至平成18年１月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間(自平成17年２月１日至平成17年７月31日) 

海外売上高がいずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 当中間連結会計期間(自平成18年２月１日至平成18年７月31日) 

海外売上高がいずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 前連結会計年度(自平成17年２月１日至平成18年１月31日) 

海外売上高がいずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

 
カジュアルウェア
販売 

スポーツ用品
販売 

計 消去又は全社 連結 

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 10,649,551 5,581,243 16,230,795 ― 16,230,795 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
2,811 2,175 4,986 △4,986 ― 

計 10,652,363 5,583,418 16,235,782 △4,986 16,230,795 

営業費用 11,368,757 6,118,211 17,486,968 △4,986 17,481,981 

営業損失 716,393 534,792 1,251,186 ― 1,251,186 



（１株当たり情報） 

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

１株当たり純資産額 20.08円     24.14円     34.01円 

１株当たり中間（当期）純利益 

または純損失（△） 
△8.39円     △10.52円     3.77円 

 潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、１株当たり

中間純損失であるため、記載し

ておりません。 

潜在株式調整後１株当たり中間

純利益については、潜在株式は

存在するものの、１株当たり中

間純損失であるため、記載して

おりません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益  

 3.27円 

 １株当たり中間純損失の算定上

の基礎 

中間連結損益計算書上の中間

純損失 

412,851千円 

１株当たり中間純損失の算定上

の基礎 

中間連結損益計算書上の中間

純損失 

       1,520,549千円 

１株当たり当期純利益の算定上の

基礎 

連結損益計算書上の当期純利益 

  

359,877千円 

 普通株主に帰属しない金額 

4,579千円 

（うち優先株式に対する優先配

当金のうち当中間連結会計期間

に係る要支払額） 

4,579千円 

普通株主に帰属しない金額 

    13,795千円 

（うち優先株式に対する優先配

当金のうち当中間連結会計期間

に係る要支払額） 

     13,795千円 

普通株主に帰属しない金額の主

要な内訳 

優先株式に対する優先配当金の

うち当連結会計年度に係る要支

払額 

18,251千円 

 普通株式に係る中間純損失 

417,431千円 

普通株式の期中平均株式数 

49,766,644株 

普通株式に係る中間純損失 

      1,534,345千円 

普通株式の期中平均株式数 

         145,874,186株 

普通株式に係る当期純利益 

 341,626千円 

普通株式の期中平均株式数 

90,639,122株 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定上の基礎 

普通株式増加数 

13,733,873株 

 (うち、新株予約権） 

(13,733,873株)

当期純利益調整額 －

 希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間純利益

の算定に含まれなかった潜在株式

の概要 

(優先株式) 

 A種優先株式(発行価額の総額 

 1,000,000,000円) 

 B種優先株式(発行価額の総額 

 1,000,000,000円) 

(新株予約権) 

 第一回新株予約権証券37,000個 

 (すべて行使されると仮定した 

 場合の普通株式の発行数 

 37,000,000株) 

これらの詳細については、第４ 

提出会社の状況 １ 株式等の状

況に記載のとおりであります。 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間純利益

の算定に含まれなかった潜在株式

の概要 

(優先株式) 

 A種優先株式(100,000株) 

 B種優先株式(100,000株) 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

Ａ種優先株式（100,000株） 

Ｂ種優先株式（100,000株） 



（重要な後発事象） 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前連結会計年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

１ 固定資産の売却 

中間連結財務諸表提出会社は、平成17年

8月9日開催の取締役会において、下記のと

おり固定資産の売却を決議いたしました。 

(1) 譲渡の理由 

① 本社（東京都中央区）と② 弁天商品

センター（大阪市港区）を保有しており

ましたが、資産の効率的活用と有利子負

債削減のため売却することにいたしまし

た。 

なお、本社建物につきましては譲渡先で

あるＳＦインベストメンツ㈱と定期建物

賃貸借契約を締結し、引き続き当該資産

を使用いたします。  

(2) 譲渡資産の内容  

  土地及び建物等    

(3) 帳簿価額 

① 平成17年8月末現在    2,605,285千円 

② 平成17年9月末現在     620,728千円 

(4) 譲渡価額       ①   2,720,000千円 

                      ②   930,000千円 

(5) 譲渡先    ①  ＳＦインベストメンツ㈱ 

              ②  ㈱ユービー  

(6) 契約年月       ①   平成17年8月 

                      ②   平成17年8月 

(7) 引渡年月       ①   平成17年9月 

                      ②   平成17年9月 

当該売却により、固定資産売却益385,735千

円を特別利益に計上する予定であります。 

なお、当該物件の引渡しは、平成17年9月に

完了いたしております。 

２ 新株予約権の行使による新株の発行 

平成17年9月29日に新株予約権30,000個

の行使により、普通株式が30,000千株、資

本金が960,000千円、資本準備金が930,000

千円それぞれ増加いたしました。 

１ 固定資産の売却 

当社の平成18年9月5日開催の取締役会に

おいて、下記のとおり固定資産の売却を決

議いたしました。 

(1) 譲渡の理由 

資産の効率的活用と有利子負債削減のた

め、証券化した上で、信託受益権として

売却することにいたしました。 

なお、本社建物につきましては譲渡先で

ある有限会社ジェイ・レップ・Ｆと定期

建物賃貸借契約を締結し、引き続き当該

資産を使用いたします。 

(2) 譲渡資産の内容   

土地及び建物等 

（埼玉県北葛飾郡松伏町） 

(3) 帳簿価額 

平成18年9月末現在     1,729百万円 

(4) 譲渡価額            3,000百万円 

(5) 譲渡先    有限会社ジェイ・レップ・Ｆ 

(6) 契約年月           平成18年9月 

(7) 引渡年月           平成18年9月 

当該売却により、固定資産売却益1,040百万

円を特別利益に計上する予定であります。 

２ 子会社の株式譲渡 

当社の平成18年9月5日開催の取締役会に

おいて、当社の子会社である株式会社コス

ギファッションネットの株式を譲渡するこ

とを決議いたしました。 

(1) 譲渡の理由 

当社グループ経営資源の選択と集中を進

め、企業価値の向上及び物流受託事業の

拡大を図るためであります。 

(2) 譲渡先の概要 

① 名称 

フットワークエクスプレス株式会社 

② 所在地 

大阪府大阪市中央区北久宝寺町四丁

目４番２号 

③ 主な事業内容 

貨物自動車運送事業、貨物利用運送

事業、倉庫業、コンサルティング業 

(3) 譲渡株式数及び日程 

① 譲渡株式数           900株（注)

② 譲渡価格          1,350百万円 

③ 契約締結日       平成18年9月29日 

（注）当社はこの株式譲渡後も引き続き100

株を保有し、役員１名を派遣いたし

ます。 

(4) 今後の見通し 

当社はこの株式譲渡において、平成19年

1月期に特別利益を計上する予定であり

ます。なお、当該子会社はこの株式譲渡

後に当社の連結決算対象範囲外となりま

す。 

 平成17年12月27日開催の当社取締役会にお

いて、株式会社コージツ（JASDAQ上場）の株

式に対する公開買い付けの開始を決議し、平

成18年1月16日から実施してまいりました

が、同年2月6日をもって終了いたしました。

その結果、同年2月14日付で株式会社コージ

ツは当社の議決権比率が60.26%となり子会社

となりました。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年７月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※２   3,492,039 1,142,542   4,661,872 

２ 受取手形 ※５   690,872 11,463   123,798 

３ 売掛金     2,752,933 2,004,223   2,473,095 

４ たな卸資産     2,705,807 2,070,880   2,074,950 

５ その他 ※６   951,432 987,136   903,648 

   貸倒引当金     △63,063 △2,704   △34,517 

流動資産合計     10,530,021 58.2 6,213,542 41.3   10,202,849 62.7

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 
※１ 
※２ 

        

(1) 建物     3,568,295 1,466,119   1,513,711 

(2) 土地     2,477,321 484,391   542,170 

(3) その他     421,860 368,806   398,683 

有形固定資産合計     6,467,476 2,319,317   2,454,566 

２ 無形固定資産     53,365 42,371   72,171 

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券 ※２   882,644 815,237   1,028,093 

(2) 関係会社株式 ※２   ― 5,101,284   1,786,039 

(3) その他     287,580 988,594   1,072,367 

   貸倒引当金     △122,459 △452,383   △329,937 

投資その他の資産
合計 

    1,047,764 6,452,732   3,556,563 

固定資産合計     7,568,606 41.8 8,814,421 58.7   6,083,301 37.3

資産合計     18,098,628 100.0 15,027,963 100.0   16,286,150 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年７月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形 ※５   489,068 867,018   414,943 

２ 買掛金     4,660,669 3,958,038   4,947,610 

３ 短期借入金 ※２   4,302,542 750,000   ― 

４ 一年内返済長期借
入金 

※２   694,848 229,712   318,712 

５ 未払消費税等 ※６   54,110 ―   260,758 

６ 未払法人税等     13,616 17,209   40,203 

７ 未払費用     472,032 413,444   432,456 

８ 前受金     ― 576,817   592,456 

９ 返品調整引当金     536,387 476,918   556,069 

10 賞与引当金     32,851 36,507   35,186 

11 新株予約権     111,000 ―   21,000 

12 子会社整理損失引
当金 

    ― 53,000   91,000 

13 その他     100,042 108,097   371,745 

流動負債合計     11,467,168 63.3 7,486,762 49.8   8,082,141 49.6

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金 ※２   593,993 165,444   280,300 

２ 退職給付引当金     1,393,187 1,044,890   1,039,426 

３ 役員退職金引当金     5,530 ―   10,000 

４ 繰延税金負債     ― 31,135   116,839 

５ 再評価に係る繰延
税金負債 

    310,428 ―   ― 

６ その他     23,837 15,996   20,548 

固定負債合計     2,326,977 12.9 1,257,467 8.4   1,467,114 9.0

負債合計     13,794,145 76.2 8,744,230 58.2   9,549,255 58.6

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     4,429,940 24.5 ― ―   5,389,940 33.1

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   4,178,985   ― 5,108,985   

資本剰余金合計     4,178,985 23.1 ― ―   5,108,985 31.4

Ⅲ 利益剰余金           

１ 中間（当期）未処
理損失 

  4,728,494   ― ― 3,232,887   

利益剰余金合計     △4,728,494 △26.2 ― ―   △3,232,887 △19.9

Ⅳ 土地再評価差額金     452,482 2.5 ― ―   △691,797 △4.2

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

    △22,310 △0.1 ― ―   170,305 1.0

Ⅵ 自己株式     △6,119 △0.0 ― ―   △7,651 △0.0

資本合計     4,304,482 23.8 ― ―   6,736,894 41.4

負債資本合計     18,098,628 100.0 ― ―   16,286,150 100.0 

            



  
前中間会計期間末 

（平成17年７月31日） 
当中間会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  5,613,940 37.4  － － 

２ 資本剰余金            

(1）資本準備金   －   2,093,097   －   

資本剰余金合計    － －  2,093,097 13.9  － － 

３ 利益剰余金            

(1）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金    －   △890,419   －   

利益剰余金合計    － －  △890,419 △5.9  － － 

４ 自己株式    － －  △7,913 △0.1  － － 

株主資本合計    － －  6,808,704 45.3  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評
価差額金 

   － －  45,383 0.3  － － 

２ 土地再評価差額金    － －  △570,354 △3.8  － － 

評価・換算差額等合
計 

   － －  △524,970 △3.5  － － 

純資産合計    － －  6,283,733 41.8  － － 

負債純資産合計    － －  15,027,963 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     10,290,574 100.0 9,828,336 100.0   22,518,038 100.0 

Ⅱ 売上原価     5,790,510 56.2 5,944,615 60.5   13,264,840 58.9

売上総利益     4,500,063 43.8 3,883,720 39.5   9,253,197 41.1

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※５   4,823,284 46.9 4,476,523 45.5   9,743,861 43.3

営業損失     323,221 △3.1 592,802 △6.0   490,663 △2.2

Ⅳ 営業外収益 ※１   213,026 2.1 141,550 1.4   411,356 1.8

Ⅴ 営業外費用 
※２ 
※５ 

  314,125 3.1 112,752 1.1   479,032 2.1

経常損失     424,319 △4.1 564,004 △5.7   558,339 △2.5

Ⅵ 特別利益 ※３   404,572 3.9 10,000 0.1   973,435 4.3

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※６ 

  310,365 3.0 210,211 2.2   699,303 3.1

税引前中間（当
期）純損失 

    330,113 △3.2 764,216 △7.8   284,208 △1.3

法人税、住民税及
び事業税 

  5,007   4,761 10,013   

法人税等調整額   ― 5,007 0.0 ― 4,761 0.0 △591,921 △581,907 △2.6

中間（当期）純利益
または純損失(△) 

    △335,120 △3.2 △768,977 △7.8   297,699 1.3

前期繰越損失     6,408,834 ―   6,408,834 

土地再評価差額金
取崩額 

    ― ―   862,787 

資本金の減少によ
る欠損填補額 

    2,015,460 ―   2,015,460 

中間（当期）未処
理損失 

    4,728,494 ―   3,232,887 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年７月31日）           （単位：千円） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

平成18年１月31日残高 5,389,940 5,108,985 5,108,985 △3,232,887 △3,232,887 △7,651 

中間会計期間中の変動額       

新株の発行 224,000 217,000 217,000 ― ― ― 

資本準備金の取崩による欠損

填補 
― △3,232,887 △3,232,887 3,232,887 3,232,887 ― 

中間純損失 ― ― ― △768,977 △768,977 ― 

土地再評価差額金の取崩 ― ― ― △121,442 △121,442 ― 

自己株式の取得 ― ― ― ― ― △262 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
― ― ― ― ― ― 

中間会計期間中の変動額合計 224,000 △3,015,887 △3,015,887 2,342,467 2,342,467 △262 

平成18年７月31日残高 5,613,940 2,093,097 2,093,097 △890,419 △890,419 △7,913 

 

株主資本 評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 

株主資本合計 
その他有価証券

評価差額金 
土地再評価差額金

評価・換算差額

等合計 

平成18年１月31日 残高 7,258,386 170,305 △691,797 △521,491 21,000 6,757,894 

中間会計期間中の変動額       

新株の発行 441,000 ― ― ― ― 441,000 

資本準備金の取崩による欠損

填補 
― ― ― ― ― ― 

中間純損失 △768,977 ― ― ― ― △768,977 

土地再評価差額金の取崩 △121,442 ― ― ― ― △121,442 

自己株式の取得 △262 ― ― ― ― △262 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
― △124,921 121,442 △3,479 △21,000 △24,479 

中間会計期間中の変動額合計 △449,681 △124,921 121,442 △3,479 △21,000 △474,161 

平成18年７月31日残高 6,808,704 45,383 △570,354 △524,970 － 6,283,733 



継続企業の前提に関する注記 

前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

 当社は、前事業年度において８期連続して

売上高が減少し、４期連続して営業損失及び

８期連続して当期純損失を計上しました。当

中間会計期間においても、前事業年度に引き

続き売上高が減少し323,221千円の営業損失

及び335,120千円の中間純損失を計上してい

ます。これにより当社には継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しております。 

 当社は、当該状況を解消すべく平成17年5

月31日に無議決権型優先株式の第三者割当

（発行価額の総額20億円）と普通株式の第三

者割当（発行価額の総額42億50百万円）によ

る資本増強策を実施し、前事業年度の債務超

過の状態を解消いたしました。そして、本年

度を予備期間とした来期から始まる新しい中

期事業計画を作成し改革に取り組んでおりま

す。その内容は、①ブランドビジネスの強

化、②経営効率化の推進、③アパレル分野で

の新規ビジネスへの参入を骨子としていま

す。また現在、資産の売却や新子会社の獲得

などを実施しております。  

 中間財務諸表は継続企業を前提として作成

されており、上記のような重要な疑義の影響

を中間財務諸表には反映しておりません。  

 当社は、前事業年度において９期ぶりに当

期純利益を計上したものの、９期連続して売

上高が減少し、５期連続して営業損失を計上

しました。当中間会計期間においても、利益

面では営業損失及び中間純損失となっている

ことから、当社において継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しております。 

 但し、当社は、平成17年5月31日に無議決

権型優先株式の割当（発行価額の総額20億

円）と普通株式の第三者割当（発行価額の総

額42億50百万円）ならびに新株予約権の行使

による資本増強策を実施したことにより、財

務内容は大きく改善いたしました。続いて当

中間会計期間においては、平成18年4月27日

に資本準備金の取崩を実施したことに伴い、

繰越損失を一掃しております。さらに、事業

運営面において営業体制の抜本的改革を主眼

におく業務改革を推進することでビジネスモ

デルの革新と仕入体制の強化を図り、利益率

の向上を目指し営業利益の改善を推進してま

いります。 

 これらの諸施策を順次実施に移すことによ

り当社においては、当該状況を解消する予定

であります。 

 なお、中間財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、上記のような重要な疑義

の影響を中間財務諸表には反映しておりませ

ん。  

 当事業年度において９期ぶりに当期純利益

を計上したものの、９期連続して売上高が減

少し、５期連続して営業損失を計上いたしま

した。これにより当社には継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しております。 

 当社は、平成17年5月31日に無議決権型優

先株式の割当（発行価額の総額20億円）と普

通株式の割当（発行価額の総額42億50百万

円）ならびに新株予約権の行使による資本増

強策を実施し、債務超過の状況を解消いたし

ました。また、資本準備金の取り崩しによる

繰越損失の一掃を予定しております。さらに

経営の刷新により以下のような業務改革を進

めております。 

① ブランドビジネスの強化のため、新組織

に外部有識者の意見を活用できるアドバ

イザリーボードを取り入れ各ブランドに

活性化プロジェクトを立ち上げ「常に発

信力のあるブランド」へと活性化を進め

ております。 

② 経営の効率化のため、オペレーションモ

デルの改革を進め商品在庫の無駄をなく

し、人員の削減、人事制度の改革を進

め、本社、弁天商品センター、越谷寮等

の土地建物の資産売却による財務改善を

進めました。 

③ 新規ビジネスへの参入を目指し、事業シ

ナジーの見込める株式会社ミナミ等の子

会社化によるスポーツアパレル販売など

を進めております。 

 このような運営により当該状況を解消する

予定であります。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成され

ており、上記のような重要な疑義の影響を財

務諸表には反映しておりません。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

①子会社株式 

移動平均法による原価法に

よっております。 

(1）有価証券 

①子会社株式 

同左 

(1）有価証券 

①子会社株式 

同左 

 ②その他有価証券 

時価のあるもの 

中間会計期末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定）によって

おります。 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

中間会計期末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定）によっ

ております。 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定）によっておりま

す。 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法に

よっております。 

時価のないもの 

移動平均法に基づく原価法

により評価しております。

ただし、投資事業有限責任

組合及びこれに類する組合

への出資については、当該

組合の財産の持分相当額を

計上しております。 

時価のないもの 

同左 

 (2）デリバティブ 

時価法によっております。 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

 (3）たな卸資産 

最終仕入原価法による原価法

によっておりますが、一部輸

入商品については移動平均法

による原価法により評価して

おります。また、季越商品に

ついては販売可能価額まで評

価減を実施し、これによる評

価損は売上原価に算入してお

ります。 

(3）たな卸資産 

同左 

     

(3）たな卸資産 

商品は、最終仕入原価法に基

づく原価法により評価してお

りますが、一部輸入商品につ

いては移動平均法に基づく原

価法により評価しておりま

す。また、季越商品について

は販売可能価額まで評価減を

実施し、売上原価に算入して

おります。 

（当期評価損計上額は、

394,943千円であります。） 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

本社ビルと松伏商品

センターの建物及び

構築物 

定額法 

平成10年４月１日以

降に取得した建物 
定額法 

上記以外の有形固定

資産 
定率法 

同左 同左 

 なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

建物及び構築物   3～50年 

   

 (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。

ただし、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法を採用してお

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

定額法を採用しております。 

ただし、償却年数について

は、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっておりま

す。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

３ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上してお

ります。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）返品調整引当金 

中間会計期間末日後に予想さ

れる販売した商品の返品によ

る損失に備えるため、中間会

計期間末前２ヵ月間の売上高

及び返品の実績率等を基にし

て算出した損失見込額を計上

しております。 

(2）返品調整引当金 

同左 

(2）返品調整引当金 

期末日後に予想される販売し

た商品の返品による損失に備

えるため、期末前２ヵ月間の

売上高及び返品の実績率等を

基にして算出した損失見込額

を計上しております。 

 (3）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額に基づき計上しておりま

す。 

(3）賞与引当金 

同左 

(3）賞与引当金 

同左 

 (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により発生年度か

ら費用処理をすることとして

おります。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10

年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌期

から費用処理をすることとし

ております。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当期末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により発生年度か

ら費用処理をすることとして

おります。 

数理計算上の差異は、その発

生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年)

による定額法により按分した

額をそれぞれ発生の翌期から

費用処理をすることとしてお

ります。 

 (5）役員退職金引当金 

役員退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(5）役員退職金引当金 

―――――― 

(5）役員退職金引当金 

役員退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

 ―――――― (6) 子会社整理損失引当金 

子会社の整理損失に備えるた

め、当該子会社の財政状態等

を勘案し、当該損失見込額を

計上しております。 

(6）子会社整理損失引当金 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末日の

直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法 

  

(1）ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理に

よっております。 

ただし、金利スワップ取引に

ついては、特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理

を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段 

…金利スワップ取引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ・ヘッジ対象 

…借入金の利息 

  

 (3）ヘッジ方針 

当社は、金利相場の変動に伴

うリスクをヘッジする目的で

デリバティブ取引を利用する

方針であり、短期的な売買差

益を獲得する目的（トレーデ

ィング目的）や投機目的のた

めに、単独でデリバティブ取

引を利用することはしない方

針です。また、デリバティブ

取引についての基本方針は取

締役会で決定され、金利スワ

ップ取引の実行及び管理は経

理部が行っております。 

(3）ヘッジ方針 

当社は、金利相場の変動に伴

うリスクをヘッジする目的で

デリバティブ取引を利用する

方針であり、短期的な売買差

益を獲得する目的（トレーデ

ィング目的）や投機目的のた

めに、単独でデリバティブ取

引を利用することはしない方

針です。また、デリバティブ

取引についての基本方針は取

締役会で決定され、金利スワ

ップ取引の実行及び管理は財

務部が行っております。 

(3）ヘッジ方針 

当社は、金利相場の変動に伴

うリスクをヘッジする目的で

デリバティブ取引を利用する

方針であり、短期的な売買差

益を獲得する目的（トレーデ

ィング目的）や投機目的のた

めに、単独でデリバティブ取

引を利用することはしない方

針です。また、デリバティブ

取引についての基本方針は取

締役会で決定され、金利スワ

ップ取引の実行及び管理は経

理部が行っております。 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引において

は、原則として、ヘッジ開始

時から有効性判定時点までの

期間において、ヘッジ対象の

キャッシュ・フローの変動の

累計額とヘッジ手段のキャッ

シュ・フローの変動の累計額

と比較し、その比率を基礎に

判断しておりますが、特例処

理の要件に該当すると判断さ

れる場合については有効性の

判定を省略しております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっており

ます。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

 (2）繰延資産の処理方法 

新株発行費 

支払時全額費用処理 

なお、新株発行費は損益計算

書上、営業外費用に表示して

おります。 

(2）繰延資産の処理方法 

新株発行費 

同左 

(2）繰延資産の処理方法 

新株発行費 

同左 



会計処理の変更 

表示方法の変更  

前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

      ―――――― 

  

  

固定資産の減損に係る会計基準  

当中間会計期間より固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年8月9日）及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号）を適用しておりま

す。 

これにより税引前中間純損失は91,821千

円増加しております。  

なお、減損損失累計額については、改正

後の中間財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除しております。  

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準  

当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年12月9日 企業

会計基準第５号）及び 「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準委員会 平成17年12

月9日 企業会計基準適用指針第８号）を

適用しております。 

従来の「資本の部」の合計に相当する金

額は、6,283,733千円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、改正後の中間

財務諸表等規則により作成しております。 

ストック・オプション等に関する会計基準 

当中間会計期間より「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」（企業会計基準

第8号 平成17年12月27日）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第11号  

平成17年12月27日）を適用しております。 

この変更に伴う損益への影響はありませ

ん。 

――――――       

  

  

前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

 貸借対照表 

 前中間会計期間において流動負債の「その他」に含めて表示して

おりました「未払費用」（前中間会計期間945,523千円）について

は、当中間会計期間より区分掲記しております。  

 貸借対照表 

（1）前中間会計期間において投資その他の資産の「その他」に含め

て表示しておりました「関係会社株式」（前中間会計期間57,000

千円）については、当中間会計期間より区分掲記しております。 

（2）前中間会計期間において流動負債の「その他」に含めて表示し

ておりました「前受金」（前中間会計期間10,696千円）について

は、当中間会計期間より区分掲記しております。 



追加情報 

前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

―――――― ―――――― 外形標準課税制度の導入 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第9号）が平成15年3月31日に公

布され、平成16年4月1日以降に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当事業年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上

の表示についての実務上の取扱い」（平成

16年2月13日 企業会計基準委員会実務対応

報告第12号）に従い、法人事業税の付加価

値割及び資本割については販売費及び一般

管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が30,562

千円増加し、営業損失、経常損失及び税引

前当期純損失がそれぞれ同額増加しており

ます。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年７月31日） 

当中間会計期間末 
（平成18年７月31日） 

前事業年度末 
（平成18年１月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却

累計額 
3,601,938千円       1,583,716千円     1,562,976千円 

※２ 担保に供している資産    

定期預金 

建物 

土地 

投資有価証券 

関係会社株式 

計 

296,498千円

3,562,655千円

2,474,192千円

651,626千円

― 

6,984,972千円

   876,749千円

 1,326,919千円

413,518千円

 624,216千円

758,900千円

4,000,303千円

   876,679千円

 1,359,081千円

470,342千円

741,132千円

―  

3,447,235千円

上記に対応する債務      

長期借入金 1,288,841千円 395,156千円 599,012千円 

（うち一年内返済長期

借入金） 
（694,848千円） （229,712千円） （318,712千円） 

短期借入金 4,302,542千円 300,000千円 ― 

３ 偶発債務 

下記関係会社及び従業

員の銀行借入金に対し

て債務保証を行ってお

ります。 

   

㈱グレース南部 

㈱グッドタイム 

従業員住宅資金他 

  合計 

50,000千円

40,000千円

 19,780千円

109,780千円

         ―

         ―

  ―

―

         ―

         ―

  ―

―

下記会社の買掛金及び

リース契約残高に対し

て、債務保証を行なっ

ております。 

   

㈱タガラ ― 98,663千円 166,311千円 

４ 受取手形割引高 34,847千円       633,958千円       723,732千円 

※５ 中間会計期間末満期手形の会計処

理については、手形交換日をもっ

て決済処理しております。 

― ― 

  なお、当中間会計期間末日が金融

機関の休日であったため、次の中

間会計期間末日満期手形が、中間

会計期間末残高に含まれておりま

す。 

受取手形   5,788千円 

  

  

  

  

  

  

  

  支払手形   26,827千円     

  割引手形   11,612千円     

※６ 消費税等の取扱い 仮払消費税等と仮受消費税等は相

殺のうえ、流動負債の未払消費税

等として表示しております。 

仮払消費税等と仮受消費税等は相

殺のうえ、流動資産の「その他」

に含めて表示しております。 

― 



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※１ 営業外収益のうち重要

なもの 

   

受取利息 3,665千円 14,313千円 16,753千円 

受取配当金 7,520千円      4,081千円 9,513千円 

受取地代家賃 124,300千円        81,972千円 226,626千円 

※２ 営業外費用のうち重要

なもの 

  
 

支払利息 176,256千円        43,461千円 242,054千円 

新株発行費 63,579千円       2,887千円 74,922千円 

減価償却費  46,861千円       35,829千円 90,884千円 

※３ 特別利益のうち重要な

もの 

  
 

役員退職金引当金戻入

額 
56,750千円       10,000千円 56,750千円 

貸倒引当金戻入額 114,347千円      ― ― 

投資有価証券売却益 233,453千円 ― 270,743千円 

固定資産売却益 21千円 

  

― 

  

645,941千円 

中央区日本橋堀留町及び大阪市港

区等の土地・建物の売却に伴うも

のであります。 

※４ 特別損失のうち重要な

もの 

  
 

財務構造再編費用 263,200千円 

当社の資本増強策を実行するにあ

たり、①経営改善に関する資本・

負債構造の再編を中心とした財務

構造改善スキームの策定、②資本

提携先の発掘、交渉及び実行、③

取引金融機関との交渉への助言、

調整等のアドバイザリー業務にか

かる支出であります。 

― 263,200千円 

当社の資本増強策を実行するにあ

たり、①経営改善に関する資本・

負債構造の再編を中心とした財務

構造改善スキームの策定、②資本

提携先の発掘、交渉及び実行、③

取引金融機関との交渉への助言、

調整等のアドバイザリー業務にか

かる支出であります。 

早期退職措置関連損失 ― ― 156,129千円 

早期退職措置関連損失は、早期退

職特別優遇措置による退職者への

特別退職金等であります。 

 特別退職金     137,459千円 

再就職関連費用  18,670千円 

子会社整理損失引当金

繰入額 

― 

  

― 

  

91,000千円 

子会社整理損失引当金の内訳は次

のとおりであります。 

 ㈱グッドタイム   38,000千円 

 ㈱グレース南部  53,000千円 

固定資産除却損 39,265千円       20,140千円      63,322千円 

本社及び商品センター

移転費用 
―  ― 34,651千円 

減損損失 ―  91,821千円 ― 

貸倒引当金繰入額   ―   92,467千円  ― 

 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年2月1日 至 平成18年7月31日） 

 自己株式に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるもであります。 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

※５ 減価償却実施額    
有形固定資産 

無形固定資産 

合計 

146,680千円

2,102千円

148,783千円

102,168千円

     5,460千円

107,629千円

259,951千円

7,494千円

267,446千円

※６ 減損損失 ――――― 当中間会計期間において当社は以

下の資産グループについて減損損

失を計上しました。  

場所 用途 種類 

埼玉県 

北葛飾郡
遊休資産 土地 

茨城県 

つくば市
遊休資産 土地 

その他 
本店及び

事業所 
電話加入権

――――― 

    当社は、独立したキャッシュ・フ

ローを生み出す単位を最小単位と

して、また、遊休資産等について

は当該資産単位にグルーピングを

行っております。  

当中間会計期間において、遊休資

産については帳簿価額と回収可能

価額との差額を、また、換金が見

込めない電話加入権については、

帳簿価額全額を減損損失（91,821

千円）として特別損失に計上して

おります。その内訳は、土地

57,779千円及び電話加入権34,041

千円であります。  

なお、土地の回収可能価額につい

ては固定資産評価額に基づいてお

ります。  

  

株式の種類 
前事業年度末株式数

（株） 

当中間会計期間増加 

株式数（株） 

当中間会計期間減少 

株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

 普通株式（注） 39,230 1,542 － 40,772 



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

（借主側）  

   

① リース物件の取得

価額相当額、減価

償却累計額相当額

及び中間期末（期

末）残高相当額 

      

  その他 

（車両運搬具、器具及び備品） 

その他 

（車両運搬具、器具及び備品） 

その他 

（車両運搬具、器具及び備品） 

取得価額相当額 370,834千円        344,055千円     360,561千円 

減価償却累計額

相当額 
221,142千円        243,033千円       231,143千円 

中間期末（期

末）残高相当額 
149,691千円       101,021千円       129,417千円 

 なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によって算

定しております。 

同左 なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法によって算定してお

ります。 

② 未経過リース料中

間期末（期末）残

高相当額 

      

１年以内 

１年超 

合計 

  69,541千円  

  80,150千円  

  149,691千円  

      58,261千円  

  42,759千円  

   101,021千円  

      65,656千円  

      63,761千円  

     129,417千円  

 なお、未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法によって算定しておりま

す。 

同左 なお、未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法によ

って算定しております。 

③ 支払リース料及び

減価償却費相当額 

      

支払リース料 39,835千円       33,304千円       76,243千円 

減価償却費相当

額 
39,835千円       33,304千円        76,243千円 

④ 減価償却費相当額

の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年7月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間末（平成18年7月31日） 

前事業年度末（平成18年1月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

（１株当たり情報） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの  

区分 
中間貸借対照表計上額

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

子会社株式 2,615,244 1,933,218 △682,026 

合計 2,615,244 1,933,218 △682,026 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 
至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年２月１日 
至 平成18年７月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年２月１日 
至 平成18年１月31日） 

１株当たり純資産額 20.82円     28.83円 33.59円 

１株当たり中間（当期）純利益 

または純損失（△） 
△6.83円     △5.37円 3.08円 

  潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、１株当たり中間

純損失であるため、記載しており

ません。 

潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式は存在

するものの、１株当たり中間純損

失であるため、記載しておりませ

ん。 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 

 2.68円 

 １株当たり中間純損失の算定上の

基礎 

１株当たり中間純損失の算定上の

基礎 

１株当たり当期純利益の算定上の

基礎 

 中間損益計算書上の中間純損失 

335,120千円 

中間損益計算書上の中間純損失 

       768,977千円 

損益計算書上の当期純利益 

297,699千円 

 普通株主に帰属しない金額 

4,579千円 

（うち優先株式に対する優先配

当金のうち当中間会計期間に係

る要支払額） 

4,579千円 

普通株主に帰属しない金額 

13,795千円 

（うち優先株式に対する優先配

当金のうち当中間会計期間に係

る要支払額） 

    13,795千円 

普通株主に帰属しない金額の主

要な内訳 

優先株式に対する優先配当金の

うち当事業年度に係る要支払額 

18,251千円 

 普通株式に係る中間純損失 

339,699千円 

普通株式に係る中間純損失 

       782,772千円 

普通株式に係る当期純利益 

 279,448千円 

 普通株式の期中平均株式数 

49,766,644株 

普通株式の期中平均株式数 

          145,874,186株  

普通株式の期中平均株式数 

90,639,122株 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定上の基礎 

普通株式増加数 

13,733,873株 

 (うち、新株予約権） 

(13,733,873株)

当期純利益調整額 －

 希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間純利益

の算定に含まれなかった潜在株式

の概要 

(優先株式) 

 A種優先株式(発行価額の総額 

 1,000,000,000円) 

 B種優先株式(発行価額の総額 

 1,000,000,000円) 

(新株予約権) 

 第一回新株予約権証券37,000個 

 (すべて行使されると仮定した 

 場合の普通株式の発行数 

 37,000,000株) 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間純利益

の算定に含まれなかった潜在株式

の概要 

(優先株式) 

 A種優先株式(100,000株)     

 B種優先株式(100,000株) 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり当期純利益

の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

Ａ種優先株式(100,000株) 

Ｂ種優先株式(100,000株) 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成17年２月１日 

至 平成17年７月31日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年２月１日 

至 平成18年７月31日） 

前事業年度 

（自 平成17年２月１日 

至 平成18年１月31日） 

１ 固定資産の売却 

当社の平成17年8月9日開催の取締役会に

おいて、下記の通り固定資産の売却を決議

いたしました。 

(1) 譲渡の理由 

① 本社（東京都中央区）と② 弁天商品

センター（大阪市港区）を保有しており

ましたが、資産の効率的活用と有利子負

債削減のため売却することにいたしまし

た。 

なお、本社建物につきましては譲渡先で

あるＳＦインベストメンツ㈱と定期建物

賃貸借契約を締結し、引き続き当該資産

を使用いたします。  

(2) 譲渡資産の内容  

  土地及び建物等 

(3) 帳簿価額 

① 平成17年8月末現在   2,605,285千円 

② 平成17年9月末現在    620,728千円 

(4) 譲渡価額      ①  2,720,000千円 

            ②   930,000千円 

(5) 譲渡先    ① ＳＦインベストメンツ㈱ 

        ② ㈱ユービー      

(6) 契約年月      ①   平成17年8月

②   平成17年8月 

(7) 引渡年月      ①   平成17年9月 

②   平成17年9月 

当該売却により、固定資産売却益385,735千

円を特別利益に計上する予定であります。 

なお、当該物件の引渡しは、平成17年9月に

完了いたしております。  

２ 新株予約権の行使による新株の発行 

平成17年9月29日に新株予約権30,000個

の行使により、普通株式が30,000千株、資

本金が960,000千円、資本準備金が930,000

千円それぞれ増加いたしました。 

１ 固定資産の売却 

当社の平成18年9月5日開催の取締役会に

おいて、下記の通り固定資産の売却を決議

いたしました。 

(1) 譲渡の理由 

資産の効率的活用と有利子負債削減のた

め、証券化した上で、信託受益権として

売却することにいたしました。 

なお、当該建物につきましては譲渡先で

ある有限会社ジェイ・レップ・Ｆと定期

建物賃貸借契約を締結し、引き続き当該

資産を使用いたします。  

(2) 譲渡資産の内容 

土地及び建物等 

（埼玉県東葛飾郡松伏町） 

(3) 帳簿価額 

平成18年9月末現在       1,729百万円 

(4) 譲渡価額                3,000百万円 

(5) 譲渡先    有限会社ジェイ・レップ・Ｆ 

(6) 契約年月               平成18年9月 

(7) 引渡年月                平成18年9月 

当該売却により、固定資産売却益1,040百万

円を特別利益に計上する予定であります。 

２ 子会社の株式譲渡 

当社の平成18年9月5日開催の取締役会に

おいて、当社の子会社である株式会社コス

ギファッションネットの株式を譲渡するこ

とを決議いたしました。 

(1) 譲渡の理由 

当社グループ経営資源の選択と集中を進

め、企業価値の向上及び物流受託事業の

拡大を図るためであります。 

(2) 譲渡先の概要 

① 名称 

フットワークエクスプレス株式会社 

② 所在地 

大阪府大阪市中央区北久宝寺町四丁

目４番２号 

③ 主な事業内容 

貨物自動車運送事業、貨物利用運送

事業、倉庫業、コンサルティング業 

(3) 譲渡株式数及び日程 

① 譲渡株式数          900株（注)

② 譲渡価格           1,350百万円 

③ 契約締結日       平成18年9月29日 

（注）当社はこの株式譲渡後も引き続き100

株を保有し、役員１名を派遣いたし

ます。 

(4) 今後の見通し 

当社はこの株式譲渡において、平成19年

1月期に特別利益を計上する予定であり

ます。 

 平成17年12月27日開催の当社取締役会にお

いて、株式会社コージツ（JASDAQ上場）の株

式に対する公開買い付けの開始を決議し、平

成18年1月16日から実施してまいりました

が、同年2月6日をもって終了いたしました。

その結果、同年2月14日付で株式会社コージ

ツは当社の議決権比率が60.26%となり子会社

となりました。  



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第63期（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日）  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

第63期（自 平成17年２月１日 至 平成18年１月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

(3) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第3号（特定子会社の異動）の規定に基づく臨時報告書でありま

す。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第2号の2（新株予約権証券の発行）の規定に基づく臨時報告書で

あります。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第2号の2（新株予約権証券の発行）の規定に基づく臨時報告書で

あります。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える

事象）の規定に基づく臨時報告書であります。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える

事象）の規定に基づく臨時報告書であります。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える

事象）の規定に基づく臨時報告書であります。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第12号及び第19号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える

事象）の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成18年４月27日 関東財務局長に提出。 

平成18年５月２日 関東財務局長に提出。 

① 平成18年2月14日 関東財務局長に提出。 

② 平成18年４月28日 関東財務局長に提出。 

③ 平成18年４月28日 関東財務局長に提出。 

④ 平成18年４月28日 関東財務局長に提出。 

⑤ 平成18年４月28日 関東財務局長に提出。 

⑥ 平成18年８月21日 関東財務局長に提出。 

⑦ 平成18年９月15日 関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  平成17年10月18日

小杉産業株式会社   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指  定  社  員 

業務執行社員 
 公認会計士 林  秀行   ㊞ 

 
指  定  社  員 

業務執行社員 
 公認会計士 安藤 通教   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている小杉産業

株式会社の平成17年２月１日から平成18年１月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年２月１日から平成

17年７月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計

算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、小杉産業株式会社及び連結子会社の平成17年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成17年２月１日から平成17年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 1.  継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社グループは前連結会計年度において８期連続して売上高が減

少し、４期連続して営業損失及び８期連続して当期純損失となり、当中間連結会計期間においても、前連結会計年

度に引き続き営業損失及び中間純損失の状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状

況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

 2.  重要な後発事象に記載のとおり、会社は本社及び弁天商品センターの土地及び建物等を売却する契約を平成17年

８月に締結した。また、平成17年９月29日に、新株予約権の行使により新株の発行を行った。 

  

 会社と当監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年10月20日

小杉産業株式会社   

 取締役会 御中  

 国 際 第 一 監 査 法 人  

 
指  定  社  員 

業務執行社員 
 公認会計士 毛利 優    ㊞ 

 
指  定  社  員 

業務執行社員 
 公認会計士 関本 享    ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている小杉産

業株式会社の平成1８年２月１日から平成1９年１月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年２月１日から

平成18年７月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行なわれている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明の

ための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、小杉産業株式会社及び連結子会社の平成18年７月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結

会計期間（平成18年２月１日から平成18年７月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社グループは前連結会計年度において５期連続して営業損失を計上

しており、また、当中間連結会計期間においても営業損失及び中間純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重

要な疑義が存在している。当該状況に対する対処法等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年９月５日開催の取締役会において埼玉県北葛飾郡松伏町の土地及び

建物等の売却を決議している。また、会社は平成18年９月５日開催の取締役会において当社の子会社である株式会社コ

スギファッションネットの株式の譲渡を決議している。 

  

会社と当監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  平成17年10月18日

小杉産業株式会社   

 取締役会 御中  

 あ ず さ 監 査 法 人  

 
指  定  社  員 

業務執行社員 
 公認会計士 林  秀行   ㊞ 

 
指  定  社  員 

業務執行社員 
 公認会計士 安藤 通教   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている小杉産業

株式会社の平成17年２月１日から平成18年１月31日までの第63期事業年度の中間会計期間（平成17年２月１日から平成17

年７月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、小杉産業株式会社の平成17年７月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年２月１日か

ら平成17年７月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

 1.  継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前事業年度において８期連続して売上高が減少し、４期連

続して営業損失及び８期連続して当期純損失となり、当中間会計期間においても、前事業年度に引き続き売上高が

減少し営業損失及び中間純損失の状況にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対

する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような

重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

 2.  重要な後発事象に記載のとおり、会社は本社及び弁天商品センターの土地及び建物等を売却する契約を平成17年

８月に締結した。また、平成17年９月29日に、新株予約権の行使により新株の発行を行った。 

  

 会社と当監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



 独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年10月20日

小杉産業株式会社   

 取締役会 御中  

 国 際 第 一 監 査 法 人  

 
指  定  社  員 

業務執行社員 
 公認会計士 毛利  優   ㊞ 

 
指  定  社  員 

業務執行社員 
 公認会計士 関本  享   ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている小杉産

業株式会社の平成18年２月１日から平成19年１月31日までの第64期事業年度の中間会計期間（平成18年２月１日から平成

18年７月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、小杉産業株式会社の平成18年７月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年２月１日か

ら平成18年７月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は前事業年度において５期連続して営業損失を計上しており、ま

た、当中間会計期間においても営業損失及び中間純損失を計上しており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在し

ている。当該状況に対する対処法等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されてお

り、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成18年９月５日開催の取締役会において埼玉県北葛飾郡松伏町の土地及び

建物等の売却を決議している。また、会社は平成18年９月５日開催の取締役会において当社の子会社である株式会社コ

スギファッションネットの株式の譲渡を決議している。 

  

会社と当監査法人または業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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